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1.	 1	 研究の背景と目的	 
	 1960〜70 年代にかけて社会資本整備の一環で建設された日本住宅公団（現,	 UR 都市
機構,	 以下 UR,	 または公団）による住宅団地（以下,	 初期公団住宅）は住宅需要に応
える形で全国において約77万戸を建設してきおり,	 現在URは大量で大規模な住宅スト
ックを抱えている 1)。一方で,	 建設後の数十年の経年で建設当時に植栽された樹木は大
きく生長し,	 初期の住宅団地の景観を象徴するものとしての存在価値があがっている。
そのために,	 1960〜70年代に大量供給されたUR住宅団地は住宅戸数としてのみならず,	 
「住環境ストック」として捉えることも可能である。	 
	 他の公営住宅と比較しても,1955 年の公団の設立以降	 UR 住宅団地の屋外空間につい
ては歴史的な検討の蓄積がある。しかしながら,	 UR 住宅団地の敷地に「在るもの」,	 特
に大規模な住宅団地の屋外空間とそれを支える土地基盤において何が造られ,	 現在の
地域社会や地域環境のなかにおいてどのような性能を持ちうるのかという「存在効用」
としての潜在的資質はほとんど評価されず,	 これらの「住環境ストック」の再生・活用
方策に活かしきれていないことも実状である。	 
本研究において用いる「存在効用」は, 初期住宅団地という大規模土地利用ならでは
の建設の数十年後に非意図的に発現する樹木の生長や周辺地形との関係が意図的な住
環境形成の結果, 派生的に確認されうる周辺地域や地形との連坦性や敷地内の樹木の
生長とその植栽基盤の価値を意味する。例えば, 高密度都市における大規模緑地を抱え
るオープンスペースであることや, 他の宅地開発エリアや河川沿いの微高地上の緑地
とも関係するエコロジカルネットワークの一部を担うことなどが挙げられる。 
	 本研究の調査対象である大規模で面的に開発された UR 住宅団地は,	 住環境開発には
不利な水田や工場跡地などの元低湿地に多く立地しながらも,	 これらの環境条件を克
服すべく検討された地盤改良や大量の森林性の樹木を導入するための土壌改良技術の
向上を含む植栽基盤形成が計画されてきた経緯があるため,	 近代ランドスケープ計画
の成果とも言えるものである。これら計画・設計論の検証により,	 UR 住宅団地の空間
特性や長所を把握し,	 既存の空間特性に合わせた住宅団地と周辺地域との一体性を構
築し,	 さらなる価値向上のための方策を立案することができるものと考える。	 
	 特に,	 埼玉県東部から東京都江東区にかけての地域には, 公団が 1960～70 年代にか
けて, 建設した多くの住宅団地が立地している（図 1）2)。既成市街地内の運河沿いの工
場跡地が再開発された敷地面積約３ha 規模の面的に開発された住宅団地（以下, 面開
発市街地住宅）や, 従前の土地利用が水田地帯で敷地面積約 50ha 規模の面的に開発さ
れた住宅団地（以下, 郊外中高層団地）が含まれる。 
	 これらの住宅団地の敷地は大宮台地, 武蔵野台地と下総台地に挟まれる平野部であ
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る中川低地に立地し, 近代以前は, 中高層の建築物の建設には不向きな低湿地であり, 
大地震の際には液状化の被災履歴がある場所が多い 3)。しかしながら, 戦後の大量の住
宅地需要に応えるかたちで, 比較的地価が安く, 一括に土地取得も可能であったため元
低湿地である低平地に住宅団地の建設が進められてきた。 
	 1923 年の関東大震災の被害で注目されたのが, 中川低地に立地する多くの木造建築
物の倒壊である 4)。中川低地には, 50~70m の厚みのある軟弱地盤である沖積層と, そ
の基底地形である古東京川の開析した「埋没谷」が南北の広範な範囲に拡がっている。
埋没谷は約 2 万年前の氷河期に現在の利根川上流部から東京湾にかけて流れていた「古
東京川」により開析してできた谷を起源とする 5）。現在は中川低地として埼玉県東部か
ら東京都墨田区,	 江東区の範囲とほぼ重なる（図-2）。	 
	 埋没谷とその上に堆積した数十メートルの厚みを持つ沖積層の存在は 1923 年の関東
大震災を契機としたその後の地盤調査 6)により明らかになった。特に, 1959 年に出版さ
れた『東京地盤図』7)は 5000 本に及ぶボーリング調査にもとづいて行われた地層区分
データであり, 東京区部のほぼ全域の埋没地形の存在が明らかになった。これらは世界
でも類を見ない規模で実施され, 最も早期に都市とその基盤となる地形の関係が明ら
かされた 8)。 
	 埋没谷の深さ, すなわち, 沖積層の厚みは地震震度の増幅の原因となり, 建築物への
被害程度は大きいとされているのにも関わらず, この大深度の埋没地形の存在はほと
んど意識されないまま, 戦後の都市開発が現在にいたるまで展開されている。一方で,	 
その沖積層の基底地形は住宅団地などの高層建築の杭工事の際の支持基盤ともなって
おり, これら高層建築物を成立させる根拠となっている。 
	 都市開発の中でも本研究で取り上げる住宅団地は, 同時期の面的で質の高い盛土造
成などの土地基盤整備が行われ, これらの住環境の最適化の成果としての人工地形が
結果的に現在の地域環境構造の一部となっていることは注目される。また, 2011 年の東
日本大震災のような自然災害においてもこれら大規模な初期公団住宅団地の人工的に
地形改変された土地の液状化被害や建築物の不同沈下など大きな地盤災害は報告され
ていない。そのことから住宅団地の土地基盤は, 水害や地盤災害などの防災機能も高い
場所となっていることを示唆している。 
	 江東区内の面開発市街地住宅や埼玉県東部の郊外中高層団地はいずれも従前の工場
や水田という土地利用の連坦性のほとんどない盛土造成が積極的に行われ, 周囲の細
分化された土地利用と比較しても大きな面的な土地と人工地形が形成された。これらの
人工地形は森林性の造園樹木のための植栽基盤の厚みとほぼ同義であり, 植物の健全
な生長が認められる。 
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 こうした背景からも初期公団住宅が建設された土地は住環境という以上に自然や生
態の多面的な機能を有するグリーンインフラとして評価されうる潜在性は高いものと
思われる。グリーンインフラは国土交通省の国土形成計画 9)で「社会資本整備,	 土地利
用等のハード・ソフト両面において,	 自然環境が有する多様な機能（生物の生息・生育
の場の提供,	 良好な景観形成,	 気温上昇の抑制等）を活用し,	 持続可能で魅力ある国土
づくりや地域づくりを進めるもの。」また,	 環境省の『環境白書』平成 26 年版 10)では
「土地利用において自然環境の有する防災や水質浄化等の機能を人工的なインフラの
代替手段や補足の手段として有効に活用し,	 自然環境,	 経済,	 社会にとって有益な対
策を社会資本整備の一環として進めようという考え方」と定義される。このことからも,	 
約77万戸という住環境ストックを抱えるUR住宅団地は潜在的にグリーンインフラの性
能を持ちうる存在として考えられる。	 
	 そのため, 本研究の題目で用いる「存在効用」と「グリーンインフラ」はほぼ同義で
あり, 同様の性能は持ちうる潜在性はある。しかし, 「存在効用」を用いたのは以下の
理由による。①既開発地である初期公団住宅とその大規模な敷地は, 当初は大量の住宅
需要を受け止めるために国策として整備された社会資本であり, いわゆるグレーイン
フラとして考えられるものである。グリーンインフラは意図的かつ将来的に整備され得
るものであるという現行の定義からすると, 既設の住宅団地の土地を「グリーンインフ
ラ」と明確に位置づけることはできない。②本研究の目的は意図的に形成された住宅団
地の大規模な土地の存在が有する潜在的なグリーンインフラ的な資質や効用を確認す
るための基礎的な知見の提供にあり, 具体的には盛土の形成過程やその植栽基盤とし
ての性能に着目する。そのため, グリーンインフラに期待される自然や生態の多面的な
機能の検証には至っていない。あくまで, こうした資質を評価するための一側面に注目
している。 
	 以上, 本研究では埋没谷という大深度の地形を抱える元低湿地上の 1960~70 年代に
建設された初期公団住宅の土地基盤の形成過程と今日的な「存在効用」に着目し, それ
らの土地基盤が自然や生態の多面的機能を有する社会資本,	 環境資源として継承され
るべき「グリーンインフラ」の潜在的資質を有することを明らかにすることを目的とす
る。 
	 具体的には以下の 5 段階の研究を行う。（1）初期公団住宅の屋外空間形成に関わる代
表的な計画・設計論の歴史的変遷と住環境ストックに関する課題を整理,（2）元低湿地
の土地利用と人工地形改変の変遷について東京都区部の江東デルタ地帯を中心とした
検討,（3）東京都区部の面開発市街地住宅において当時の計画理論と実態の照合を造成
盛土厚と植栽基盤厚の比較において検討,（4）埼玉県東部の郊外中高層団地についての
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土地基盤整備の実態の把握と, 植栽樹木を対象とした植栽基盤としての有用性の評価,	 
そして,（5）面開発市街地住宅と郊外中高層団地における残存樹木の約 40 年の経年で
の生長量と土地基盤整備との関係の考察,	 と初期公団住宅のランドスケープ計画・設計
論とそれらの大規模な土地が有する潜在的資質を地域環境スケールの見地から考察し
ていくものとする。 
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 図-1	 研究対象地位置図	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1. 2	 既往研究との関連	 
	 元低湿地の初期公団住宅における住宅団地の敷地の屋外空間とそれを支える土地基
盤において何が造られ,	 現在の地域社会や地域環境のなかでの評価を行うという課題
に対して,	 （1）住宅団地の屋外空間の計画・設計論,	 （2）低湿地開発における土地基
盤整備,	 (3)埋没谷上の地盤災害,	 (4)低湿地開発の海外事例との比較の視点からこれら
のレビューを行うことで本研究の位置づけを明らかにする。	 
	 
(1)住宅団地の屋外空間の計画理論	 
	 荒井らの『設計思想と団地の変遷』11)は公団設立後 12 年目の団地設計の変遷につい
てまとめている。「団地設計は環境を作ること」あるいは「団地設計には流派がある」
といったように,	 大規模かつ多様な設計条件を元にした屋外空間の設計手法論がまと
められている。また,	 1955 年の公団設立後 45 年間の造園の歴史が公団による『街とみ
どりの歩み	 団地造園 45 年史』12)として総論としてまとめられている。木下庸子ら 13)
は,	 公団住宅の設計計画史を主要な公団住宅を例に住棟配置や住宅の間取り等の建築
的視点からまとめている。以上のように住宅団地の屋外空間に関する研究や造園史に関
する文献は多数あるものの,	 それらは利用形態の実態,	 施設や空間の機能の対応関係
など計画や設計のための基礎的条件や歴史的変遷の大枠を明らかとすることを目的と
しており,	 その敷地の規模や住棟の密度などに応じた計画理論が検討されたものは少
図-2	 研究対象地の縦断面図（文献 3）を加筆）	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ない。	 
	 面開発市街地住宅に関する設計資料は 1960 年代後半の時代に新たに展開した高層高
密度化する住宅団地の設計に配慮する内容に関する研究の蓄積はある 14)15)16)17)。また,	 
木下剛ら 18)は昭和 40 年代の面開発市街地住宅の屋外空間の構成に言及し,	 団地内空間
の平面的な用途構成とその後の変容を明らかにした数少ない研究のひとつである。面開
発市街地住宅の立地条件の言及する研究や市街地内で高層高密度化する住環境の計画
理論を郊外型の大規模団地との比較において検討されたものはほとんどない。	 
	 篠沢ら 19)	 20)	 21)	 22)や根本ら 23)	 24)	 25)	 26)の研究では,	 丘陵地や台地の自然地形などの意
図的,	 非意図的に残された自然環境の構造はニュータウンなどの住環境形成のための
骨格構造であることを指摘し,	 この構造は持続的なランドスケープを形成するために
不可欠な都市基盤整備や環境の保全・継承・創造のための媒体として潜在的資質をもつ
意義を評価している。この自然環境の構造としているものと本研究の対象地域に潜在す
る埋没谷とその地表面の元低湿地はほぼ同義ではあるものの,	 住宅団地の住環境との
関係では全く逆の意味になる。本研究で直接的な対象とするものは,	 団地建設の際に形
成された人工的な地表面の形状改変の結果である敷地から地域スケールで確認される
凹凸面である。元低湿地の住宅団地建設の際には一旦,	 低湿地という自然環境条件から
は切り離され,	 その反動としての土地基盤整備が行われるが,	 それらは経年によって
森林性樹木の生育環境にもなっている。この新たに形成された「植栽基盤」を地域スケ
ールにまで展開する「二次的自然」と捉え,	 環境資源として評価することに本研究の独
自性がある。矢込ら 27)の研究により,	 公団住宅の外部空間の環境資源としての活用を
目的としたその定量的実態把握が行われたが,	 プレイロット,	 敷地内の公園などの施
設に注目しており,	 本研究で扱う住宅団地の土地基盤そのものについては調査の対象
とはなっていない。	 
	 
(2)低湿地開発とその土地基盤整備	 
	 貝塚 28)の東京の自然環境に関する研究にて,	 約 2 万年前に形成された埋没谷の存在
が示された。これらは現在の沖積平野の起源でもあり,	 低湿地帯が明治時代初期のころ
まで拡がっていたことを明らかにされている。埋没地形の詳細の調査は少ないものの,	 
遠藤邦彦ら 29)	 の研究は本研究の対象エリアである東京都区部から埼玉県東部のエリア
の一定の範囲の埋没谷の等深線の形態を明らかにしており,	 図面資料作成の根拠とし
た。籠瀬 30)により低湿地の開発と大都市郊外の土地利用改変に関する人文地理学的見
地からその土地利用変遷が研究されたが,	 研究対象地が 1970 年代まで開発の進んでい
なかった郊外エリアに限られている。遠藤毅 31)は江東デルタ地帯を含む東京区部沖積
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低地の工場地帯の地下水揚水による地盤沈下によって地盤高が全域で低下し,	 かつ,	 
沈下累計量は,	 沖積層基底深度に比例して大きくなっていることを明らかにしている。
しかし,	 それのみでは地表面の人工的な形状改変の微細な傾向までは知り得ない。また,	 
遠藤毅 32)は江東デルタ地帯を含む東京低地の工場分布の変遷と工場跡地の利用状況を
網羅的に整理し,	 多くの工場跡地が住宅地利用へ変換されたことを明らかにしている
が,	 開発区画内スケールにおける具体的な土地利用条件の改変までは言及していない。	 
	 赤桐 33)は一定期間における千葉県葛南地域の低地における地盤沈下と都市開発のパ
ターンの関係性を明らかにした。地盤沈下量の変化が大きい 1967 年から 1973 年の空中
写真を用いて土地利用の変遷を確認した上で,	 短期間の地盤沈下による景観と土地利
用の変化により,	 低地の土地利用の適性が変わり,	 土地利用の更新が加速化したこと
を指摘した。本研究では,	 江東デルタ地帯の人工運河周囲の土地を主な対象とし完全な
人工地形と考える。そして,	 地盤沈下の沈静化した現在の数値地図標高データを用いて
地表面の人工的な形状改変の傾向を確認し,	 その形状と明治中期以後から昭和 30 年代
までの土地利用の変遷や地盤沈下量との関連を考察するものであり,	 既往研究と比較
して,	 対象期間や土地条件は異なるものである。	 
	 以上のように,	 低湿地という現在の地表面と開発行為に伴う土地基盤整備の関連性
を扱う研究はあるものの,	 埋没谷という大深度の地形や元低湿地であった土地におけ
る開発実態との関連性を扱う研究はほとんどない。本研究は元低湿地の既成市街地から
郊外まで埋没谷上に位置する住宅団地を中心に,	 それらの地表面の人工的な形状改変
を地域環境の構造としてとらえるという見地から研究を進める点において独自性があ
る。	 
	 
（3）埋没谷上の地盤災害	 
	 若松（2011）の研究 34)により日本の液状化履歴マップが示されたが, これによると, 
本研究の対象地である, 埋没谷上にも, 1894年の東京湾北部地震, 1923年の関東大震災, 
1931 年の西埼玉地震による液状化被害地が多く分布している。中井（2011）35)の 2011
年の東日本大震災による液状化被害を受けた浦安市の調査報告では, 埋立ての際に液
状化対策のための面的な地盤改良が行われなかった戸建て住宅エリアの液状化被害激
甚地区の分布を示され, 砂質土で地下水位が地表面に近いこと, 地震震度と埋没谷の深
さに比例して増幅する傾向があることが指摘された。また, 木田（2011）36)の東日本大
震災における浦安市の地盤液状化被害と緑地に関する調査においては, 液状化被害を
受けやすい土地の形質, ①浅い地下水, ②N 値が 10 以下の軟弱地盤, ③粒度の揃った
砂の 3 条件と合致する緑地の被害, 並びに, 被害を受けていないマウンド状に形成され
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た厚い盛土箇所や, 芝や樹木の根系の発達が良好な箇所において液状化被害が少なか
ったことが明らかとなった。 
	 本研究の調査対象団地のボーリング調査図 37)からは, 敷地範囲における土質分布は, 
面開発市街地住宅では造成仕上げ面より地下 1.5〜2.0ｍの範囲で表土であり, それよ
り地下はシルト, 砂, 粘土となっている。地下水位は造成仕上げ面より地下 1.0〜2.0ｍ
の範囲にある。表土の土質についての詳細の記録はないものの, 明治時代中期から昭和
30 年代までの工場建設に伴う土地基盤, ならびに, 昭和 40 年代以降の面開発市街地住
宅建設に伴う土地基盤の造成盛土が歴史的に積層している状態である。郊外中高層団地
においては, 従前の水田の地盤から 1.0〜1.5ｍの他地域から採土された山砂が主に用
いられた盛土が施されている。上記の条件は 2011 年の東日本大震災で明らかになった
液状化被害地の土地の条件とは合致しないとともに, 研究対象とする住宅団地の敷地
において液状化被害などの大きな地盤災害は報告されていないことからも防災性能は
高い場所であることがいえる。 
 
（4）低湿地開発の海外事例	 
	 国土の大部分が海抜より低い干拓地（ポルダー）に都市が形成されてきたオランダの
住宅団地は本研究の対象とする住宅団地の比較対象になり得る。日本の研究者による既
往研究においては, オランダの住宅団地を扱う研究はあるものの, これらは住棟配置と
外部空間の関係性が調査されたもの 38)や, 老朽化した住宅団地の再生手法に関する研
究が多い 39)	 40)	 41)。オランダの研究者による研究では,	 その土地基盤の形成過程が低湿
で軟弱な地盤上に展開されてきた歴史的経緯と断面構造が詳細に解説されている文献
がある 42)	 。オランダのポルダーシティ（polder	 	 city）では,	 軟弱地盤の地盤改良に
より地耐力を上げるなどの造成タイプの整理とともに大規模な土地の造成と都市環境
構造が地域の排水系統の質を上げる事例が紹介されている。 
	 オランダのポルダーシティの特徴は,	 ①ポンプアップによる強制的な排水システム
を存在根拠としている,	 ②地盤沈下の影響で地価は川沿いの砂質土地盤の土地の方が
高い,	 ③地盤沈下や地下水汚染が考慮され,	 地表水のレベルである造成仕上げ高と地
下水位の差	 は	 0.7〜1.0m	 以上とされている。	 
	 ポルダーシティの場合は,	 沿岸の砂丘上の都市や河川沿いの土地とは異なり,	 いず
れの地域においても平均海面潮位より下になり,	 江東デルタ地帯における面開発市街
地の立地条件と共通点は多い。しかし,	 植栽基盤については,	 湿性の在来種植生の保護
のために,	 盛土をして植栽基盤が形成されることは少なく,	 盛土が行われたとしても
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部分的な	 範囲に留まる。そして,	 部分的な盛土には植栽範囲に面的に植栽用客土が施
されることが一般的である。	 
	 日本国内の住宅団地では,	 土地基盤ならびに植栽基盤の形成手法でポルダーシティ
との類似点はあるものの,	 開発当時の植栽計画において湿性の植生が採用されること
は少なく,	 ほとんどが,	 森林性の造園樹木が採用されている。以上オランダと本研究の
対象となる住宅団地の土地条件,	 土地基盤造成手法の比較図は図-3,4のようになる。	 
	 
図-3	 オランダと本研究対象地域の都市とその土地基盤の比較	 
（オランダ・ポルダーは文献 40）	 p16	 図版に加筆）	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図-4	 オランダと本研究対象団地の土地基盤整備手法の比較	 
（オランダ・ポルダーは文献12）	 p177	 図版 principle	 solutions	 in	 order	 to	 obtain	 
sufficient	 drainage	 に加筆）	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1. 3	 研究の方法	 
	 研究方法は, 第一に, 初期公団住宅の屋外空間形成に関わる代表的な計画・設計論の
歴史的変遷と住環境ストックに関する課題を整理する。 
第二に, 元低湿地の住宅団地の広域的な立地環境の視点から,	 東京都内の主な面開
発市街地が立地する江東デルタ地帯における人工運河の水系を軸とした都市環境の構
造を水系の改変に伴う土地基盤整備,	 及び,	 それと相互作用で成立してきた人工地形
改変の変遷と都市開発パターンの関係性を明らかにする。	 
	 第三に, 面開発市街地住宅の建設に行われた土地利用条件の改善を目的とされた土
地基盤整備の検証を通じ,	 工場跡地の一括転用後の土地利用の組成の一部を形成する
面開発市街地住宅の住宅地としての土地利用条件の改善手法を検証する。具体的には,	 
工場用地の用途変換以降に行われた造成行為を粗造成と仕上げの表土改変行程につい
て設計時の実施設計図面をもとに詳細に検証する。そして,	 面開発市街地住宅に関わる
当時の計画理論と実態の照合を造成盛土厚と植栽基盤厚の比較において検討する。	 
	 第四に, 郊外中高層団地の土地基盤整備の実態の把握と, 森林性の造園樹木を主な対
象とした植栽基盤としての有用性の評価を行う。具体的には,	 埋没谷上という湛水地帯
であり,	 地盤災害のリスクもある元低湿地という土地条件に対して,	 住環境として土
地を最適化させることを目標に大規模かつ面的で質の高い土地基盤が整備された実態
を詳細に検証する。そして,	 形成された土地基盤の性能と植栽樹木の関係を,	 植穴深さ
と盛土厚の比較や住棟タイプ別の地業工事の程度を指標として作成される「土地基盤性
能レーダーチャート」を元にその性能の比較検討を行う。	 
	 第五に, 元低湿地という住環境の形成に不利な条件のもとに大規模に開発された初
期公団住宅を対象に,	 建設当時に植栽された樹木の約 40 年の経年での生長量に注目し,	 
住宅建設の際に造成された土地基盤整備との関係を考察する。具体的には,	 従前の土地
利用の異なる面開発市街地住宅と郊外中高層団地を対象に,	 初期植栽樹木の中から残
存樹木を樹木の根系型ごとに抽出した上で,	 生長量の比較とその量の差が生まれる要
因を土地基盤という視点から比較検討し,	 考察を加える。	 
	 
1. 4	 研究の用語の整理と定義	 
	 大規模敷地の造成の質と程度を測る指標として共通して以下の用語を用いる。本研究
の分析で用いられる指標を図-5に示す。また,	 一次造成,	 二次造成,	 そして造成レベル
の考え方を図-6に示す。図-7は下記「盛土容積率」の考え方,	 図-8は面開発市街地住宅
と郊外中高層団地における植栽基盤厚の考え方を示す。	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・	 一次造成	 
従前の土地利用の地盤高から粗造成により路床と宅盤が形成されるまでの造成を
意味する。	 
	 
・	 二次造成	 
一次造成以降の表土改変行程である苑地の造成や宅盤仕上げの造成を意味する。	 
	 
・	 造成レベル	 
50cm単位における盛土造成のレベルによる区分けになる。	 
Lv1：従前の土地利用の地盤高（水田や工場用地）,	 Lv2：団地内通路・広場などの
計画地盤高,	 Lv3：周辺道路と地盤高の高い住棟廻りの宅盤との移行区間,	 Lv4：計
画宅盤高と同等の地盤,	 Lv5：計画宅盤高より高い地盤を意味する。	 
概ね,	 Lv1〜3：一次造成,	 Lv3〜5：二次造成の区分となる。規模の大きな郊外中高
層団地の敷地においては全体的な傾向としては,従前土地利用が水田であり,	 Lv1か
らLv2以上への変化が明確になっている,	 または,	 敷地内にLv1を残している場所
もある。面開発市街地住宅では,	 すでにある程度の土地基盤整備が行われた工場用
地に団地が建設されたために,	 Lv1からLv2以上への変化は郊外中高層団地と比較す
ると緩やかな傾向がある。	 
	 
・	 盛土容積率	 
団地の土地基盤整備で行われた敷地の全体で行われた盛土造成の度合いを把握す
るために考案した指標である。造成実面積に,	 50cm 単位の等高線で囲まれた範囲の
面積を積み上げた盛土容積(m3)から,	 団地敷地面積から建築面積と変化のない初
期の地盤高を有する範囲を除いた面積を割ることで算出される。50cm 単位の等高線
で囲まれた範囲とは考案した「造成レベル」の指標とも対応する。100％は敷地範
囲の非建ぺい地で宅盤造成の際に概ね 100cm の盛土造成が施された場所が大部分を
占める。200％は敷地範囲の非建ぺい地で宅盤造成の際に概ね 200cm の盛土造成が
施された場所が大部分を占める意味になる。郊外中高層団地の敷地においては,	 盛
土造成の程度が敷地範囲において比較的均されている場合が多いため盛土容積計
算の対象になるが,	 面開発市街地住宅の場合は,	 敷地内の特に集約された苑地部
分に適用される場合もある。	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・	 盛土容積増加率	 
従前の土地利用である水田の地盤高と宅盤造成された盛土容積量を,	 団地敷地面
積から変化のないLv.1面積を控除した面積で割戻された数値から求められる変化
の割合である。	 
	 
・	 強度地盤率	 
住棟の敷地内の建ぺい率とほぼ同様の意味であるが,	 住棟の基礎工事で１）5層以
上の住棟で支持地盤まで到達する杭長を有する,	 ２）4層の住棟で長さ10ｍ以下の
杭長を有する,	 ３）テラス型住棟でベタ基礎のみ,	 の3種類に分け,	 それぞれの住
棟の建ぺいの面積を異なる係数を乗じて得られる数値の団地敷地面積における割
合を示している点で独自の用語である。大深度の埋没谷上に建設された住棟は,	 沖
積層基底地形との対応方法で住棟の規模と宅盤の強度が峻別されるべきものとい
う意味で,	 係数は１）×1.0,	 ２）×0.5,	 ３）×0.1を設定する。	 
	 
・	 植栽基盤厚	 
「植栽基盤」の定義について, 日本緑化工学会では, 「植栽しようとする場所の
地盤のことで, 土壌, 土層, 表層地質を含めて総称される」とする 43)。また, 日本造
園学会では, 「植物を植栽するという目的に供せられる土層」とする 44)。両者の定
義は概ね同義である。日本造園学会は更に以下の三つの条件を挙げる。①植物の根
が伸長して水分や養分を吸収する, ②植物の根が伸長できるある程度以上の広がり
と厚さがある, ③排水層がある場合はこれを含む。これらの条件は自然土壌に限定
されずに人工土壌によって造成されたものも含まれ, 人工地盤上の植栽においても
適用される。そして, 植栽基盤の構造は, 透水性, 適度な硬度, 保水性などの物理的
要件, そして適度な酸性度, 養分, 有害物質を含まないなどの化学的要件が満足さ
れ, 根が支障なく伸長できる厚みである「有効土層」と必要において設置される「排
水層」とから構成される。 
本研究で用いる植栽基盤は, 元低湿地の水田地帯や工場跡地ということで, 基本
的に地下水位が地表面と近い付近にあり, 排水層は特に設定されていない。そのた
め, 土地基盤整備で造成盛土された厚みを日本造園学会が定義する条件①と②に合
致する「有効土層」を「植栽基盤」と見なし, 植穴深さとの比較に用いるものとす
る。しかし, 立地条件により「有効土層厚」すなわち, 「植栽基盤厚」として見な
す断面的範囲は異なる。 
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郊外中高層団地において,	 従前の低湿地・水田の地盤高と同等の表面水位より植
穴底がどの程度高いかが森林性の造園樹木の生長のためには重要である。そのため,	 
従前の地盤レベル（「造成レベル	 Lv.1」より嵩上げされた地盤をすべて「植栽基
盤厚」として比較対象として考える。なぜなら,	 造成の土質に関係なく,	 高木植栽
の植穴には畑土または半黒土の植栽用客土が用いられているからである。一方,	 面
開発市街地住宅の場合,	 従前の工場用地で形成された土地基盤の上に宅盤が嵩上
げ造成される。このような工場跡地の場合は元の基盤土壌の土壌硬度が高く樹木の
生長量が全体的に低下することから植栽基盤としての性能が担保されるのは宅盤
高（「造成レベル」Lv3）以上の「集約された苑地」内の盛土厚を比較対象として
考える。	 
	 
・	 植栽基盤率	 
要求植穴深さと盛土厚の比較で得られた「植栽基盤厚」の平面的分布の傾向を把握
するために,	 「道路・広場」範囲面積に「宅盤・苑地」範囲のLv1と植穴深さの差
を1.00とした場合の比率を乗じた数値と「宅盤・苑地」範囲面積に1.00を乗じた数
値の和の団地敷地面積から住棟建築面積を控除した空地における割合である。	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図-5	 本研究で用いられる指標の考え方	 
図-6	 一次造成,	 二次造成,	 造成レベルの考え方	 
図-7	 「盛土容積率」の考え方	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図-8	 調査対象地別の「植栽基盤厚」の考え方	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1. 5	 論文の構成	 
	 本論は全7章で構成される。第1章は序論で,	 研究の背景と目的,	 研究の方法について
述べる。特に,	 本研究の調査対象団地の共通の立地環境についての概況を述べる。2章
では,	 UR住宅団地の屋外空間の歴史的変遷と社会的背景について考察し,	 本論の研究
課題である住宅団地の土地基盤の形成過程の背景となるランドスケープ計画・設計論を
整理する。第3章では,	 東京都内の主な面開発市街地住宅が立地する江東デルタ地帯の
土地利用と人工地形改変の変遷を検証し,	 面開発市街地住宅の土地基盤整備の下敷き
ともなる元低湿地の地域環境構造を検証する。第4章では,	 第3章で得られた知見をもと
に面開発市街地住宅の建設に行われた土地利用条件の改善を目的とされた土地基盤整
備の検証を行うとともに,	 実体化した空間と計画理論,	 造成盛土厚と植栽基盤厚の比
較分析を行う。第5章では,	 面開発市街地住宅との比較において郊外中高層団地の土地
基盤整備の実態に注目し, 形成された土地基盤の性能と植栽樹木の関係を,	 植穴深さ
と盛土厚の比較や住棟タイプ別の地業工事の程度を指標として比較分析を行う。第6章
では,	 第4章と第5章で検証された面開発市街地住宅と郊外中高層団地の土地基盤を埋
没谷上の元低湿地という共通の文脈において,	 残存樹木の生長量に注目し,	 それらの
土地基盤整備の性能の比較分析を行う。第7章では各章で得られた知見を総括し,	 建設
後半世紀近くで維持されてきたUR住宅団地の「住環境ストック」を今後,	 地域の再編・
再生に果たしうる自然や生態の多面的機能を有する社会資本,	 「グリーンインフラ」と
しての潜在的資質を総合的に考察する。以上の論文の構成を図-9にまとめた。	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図-9	 論文の構成	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第 2章	 初期公団住宅のランドスケープ設計論と住環境ストックに関わる課題	 
	 
	 本章では,	 本研究で調査対象となる初期公団住宅の立地と団地内屋外空間のランド
スケープ設計論の変遷について整理し,	 最後に現在の UR 住宅団地が抱える住環境スト
ックに関わる課題について示す。以下,	 公団住宅の屋外空間のランドスケープ設計論に
ついては,筆者が主担当として 2011 年にまとめた『UR 賃貸住宅における屋外空間の設
計特性に関する基礎調査調査報告書』1）の調査結果や拙論 2）5）に基づくものであり,	 内
容ならびに図版の引用をしている。	 
	 
2.	 1	 公団住宅の屋外空間の計画・設計論の俯瞰	 
	 昭和 30（1955）年の公団の設立以降,	 現在に至る約 50年の歴史の中で,	 賃貸住宅,	 賃
貸用特定分譲住宅,	 分譲住宅等で 100 万戸を超える住宅を建設してきており,	 当時の
社会的要請である住宅需要に応えるべく,	 技術的・計画的な革新と深化を繰り返しなが
ら「造るもの」としての建築的な価値を維持してきている。本研究の具体的な調査対象
であるUR住宅団地の屋外空間については, その設計理論も住宅団地の密度と規模の変
化に応じて, 団地内の小規模なプレイロットのデザインシステムの考案から立地対応
の設計手法まで様々に検討をされてきた背景がある。 
	 昭和 30 年代当初の団地の屋外空間の設計は子どもの遊び場「プレイロット」の量的
な充足の要請から始まったといってもよい。住棟の工法としてユニット化が進められる
流れの中でプレイロットのユニット化も試行された。子どもの遊びの環境を考えるとそ
れらを空間的に連続させることが,	 歩行者にとっての安全性にもつながるため,	 歩行
者専用路であるフットパスやペデとの一体化,	 連続化が検討された。昭和 40 年代には,	 
プレイロットが既存樹林内に配置されたり,	 住棟の高層化に合わせて中間階に設定さ
れたりと,	 他の施設と一体化する流れも認められた。	 
	 プレイロットの配置計画に合わせてフットパスやペデもセットで展開した。昭和 40
年代には,	 住棟の高層化,	 一階部分のピロティ化に合わせて団地内動線に路地的空間
とセットになった事例や,	 周辺街区と連続するような「街路化」の傾向も認められる。	 
	 敷地内に既存樹林が在る場合にはそれを保存し,	 空間構成に活用した例が当初から
あった。都市部における環境改善の要請もあり,	 緑量を増やす流れの中で昭和 40 年代
以降の再開発や埋立地上の団地では植栽基盤の充実や,	 屋上緑化など多用な植栽手法
が試行された。平成初期以降では環境意識の向上から,	 生態的な環境を創出するための
植栽や,	 グリーンバンクに代表される保存樹を環境ストックとして考え利用する流れ
もある。	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 団地の中には水景施設を取り込む流れも見られた。当初はプレイロットと合わせた徒
渉池などの小規模な施設がほとんどであったが,	 団地内の歩行者専用路と一体となっ
た「流れ」など比較的規模の大きな水景施設もつくられるようになった。環境共生の要
請からは,	 敷地外への雨水排水を抑制する貯留施設,	 あるいは雨水を浸透させ,	 開渠
によるビオ側溝など,	 生態環境としての水の扱いがなされた。	 
図-1	 UR 住宅団地屋外空間のランドスケープ主要要素（遊び場・みち・緑・水・ラ
ンドフォーム）毎の時系列的変遷（文献 1）を加筆）	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 昭和 30 年代の団地の宅盤造成においては,	 土木技術の制約もあり,	 既存地形を残す
ような対応が見られた。また,	 このような過程で残った地形の高低差を活かしたプレイ
ロットなども見られる。昭和 40 年代以降は,	 ニュータウン開発においては,	 自然地形
を活かす中造成による宅盤形成も行われた。また,	 低地や埋立地の団地においては,	 植
栽基盤を充実させるための盛土による築山の事例が多く見られる。斜面などの開発不適
地においては斜面林とセットで,	 団地やニュータウンの自然環境のストックとして活
用をされた事例も認められる。	 
	 以上のように,	 施設整備では「遊び場」からはじまり「フットパス・ペデ」が展開し
た。また,	 徒渉池などの小規模な水景施設から地域の自然環境へ展開する動きも見られ
る。植栽計画においては,	 既存環境の保存から修景的植栽,	 そして生態環境としての緑
の在り方を提案している事例もある。そして,	 団地の直接的な立地条件にもなる地面に
は既存地形の活かし方,	 造成手法の展開,	 造形的な利用方法など様々な手法が試行さ
れてきた。図-1 は以上の住宅団地の屋外空間の時系列的変遷を遊び場,	 みち,	 緑,	 水,	 
ランドフォームの 5 つの空間類型別に整理したものになる。本研究の対象とする 1960
年代〜1970年代前半にあたる昭和 30〜40年代は,	 プレイロットのデザインから植栽設
計手法の多様化,	 そして,	 面開発市街地住宅などの大規模な団地には盛土造成などに
合わせて積極的に植栽基盤の充実が意図された時代であったと位置づけることができ
る。	 
	 
2.	 2	 公団住宅の密度や規模の変化にともなう団地屋外空間の変遷	 
	 図-4 において,	 団地の密度や規模の大規模化に伴う屋外空間の変遷を整理した。ま
た,	 その具体的事例ならびに設計思想のダイアグラムを併記している。	 
	 団地黎明期の屋外空間は一戸建の接地型住宅の専用庭の延長上にあるような住棟と,	 
それ以外の車道やフットパス,	 遊び場などが一体となる「にわ」的空間が主体の屋外空
間の整備が行われた（帝塚山）。	 
	 住戸の集合化の過程で,	 団地の屋外空間は,	 住戸性能を確保する「マント空間」と子
供の遊び場などの屋外の生活行為の場としての「そと空間」に分化した。いわばこれは,	 
前者が「みる庭」だとすれば,	 後者は「つかう庭」としての違いである（西上尾・奈良
北）。住棟が中層フラットの平行配置になるとマント空間は住棟南面の生垣に囲まれた
芝生地のフロントヤードに,	 そと空間はより明確な機能性を持ったプレイロットやフ
ットパスとして住棟間オープンスペースを点と線で結びつけるものに多様化・専用化す
る（常盤平,	 神代）。	 
	 団地の大規模化に伴い,	 鉄道駅などの中核施設との歩行者道ネットワークの連続で
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あるペデストリアンウェイにも分化した（泉北竹城台）。団地の立地が多様化し,	 住棟
の高密度化するに従い周辺環境への配慮や上位計画を配慮する「立地対応」の設計手法
が意識されるようになった（南神大寺）。面開発市街地住宅においては,	 囲み型の住棟
配置の中央の苑地において,	 フットパス,	 周辺街区と連続するペデ,	 プレイロット,	 
造成樹林地が複合化する傾向が生まれた（大島 6）。都市部の面開発による団地におい
てマント空間とそと空間は再び複合化した。これは,	 建築の高密度化に伴う,	 敷地内の
複数の住棟で区分される屋外空間の数が減少し,	 大きなコアとなる集約された空間が
設定されたことを要因としていると考えるべきだろう。	 
	 密度や規模が異なる複数の団地群であるニュータウン計画においては,	 一つの都市
として,	 土地利用の区分がなされたため,	 一概に一団地の団地造園の流れをくむとは
言えないが,	 都市スケールにおける,	 自然地の保全区域や,	 都市公園の配置,	 主要な
歩行者動線の設定がなされた。	 
	 住区のレクリエーション施設としての基幹空間である公園等の「住居系空間組成」（多
摩 NT 落合鶴巻）,	 施設群を結ぶペデを中心とする「みち系空間組成」,	 水系や斜面林
とセットになった「みどり系空間組成」（港北ニュータウン）など 3 つの組成に束ねら
れたことはこれらの動向の事例としてあげられる。	 
	 以上のように,	 本研究の対象としている郊外中高層団地は敷地が50ha	 規模で人口密
度は 500 人/ha 程度,	 面開発市街地住宅は敷地が 3.0〜10ha 規模で人口密度は 1000 人
/ha と位置づけられる。敷地規模と人口密度のバランスが多様化した時代であり,	 それ
に合わせて,	 屋外空間の要素も多様化・専用化が様々に試行された時代であると位置づ
けられる。	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2.	 3	 	 初期公団住宅の計画・設計論	 –	 近代造園研究所	 
	 1960 年代初頭, 公団が造園設計監理業務の外注を始めている。初期に受注した民間
の設計事務所が「近代造園研究所」である 2)。近代造園研究所は 1961 年の設立から 1967
年の解散までに, 団地の造園設計を中心に約 60 件の作品を残している。1961 年〜64
年までは東京に拠点を置いていたが, 関西における千里, 泉北などのニュータウン開発
に関係するようになると, 1965 年以降, 大阪に拠点を移した。短い期間の活動ではあっ
たが, 上野泰, 大塚守康という主要メンバーがデザインをリードし, 住宅団地の屋外空
間, 都市公園の設計を中心に, 造園設計の標準化を自ら応用する形で独自の設計理論を
構築しつつ多数の先駆的な作品を遺した。解散後も各メンバーはそれぞれ設計事務所を
設立し, その後の造園設計を先導していく役割を担った。 
	 設立者は当時千葉大学生で起業家志望であった林茂也である。建設省技官の坂本新太
郎, 日本住宅公団技師の池原謙一郎, 元山隆, 笛木垣, 木村浩, 田畑貞寿らからの要請
により設計組織設立が具体化した。林は, 当時同じく千葉大生であった上野泰を主要な
図-2	 団地の密度や規模の大規模化に伴う屋外空間の変遷（文献 1）を加筆）	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デザイナーに置き, その他大学を卒業したば
かりの若手を所員として, 主に官公庁からの
設計業務を受託し精力的な活動を展開した。 
	 近代造園研究所の活動期間は 1961 年〜67
年の 7 年間という期間ではあったが, 本社, 
ならびに業務の拠点が関東に集中していた
1961 年〜64 年を前期, そして, 関西に拠点
を移した 65 年〜67 年を後期というように区
分ができる。上野が在籍していたのは主に前
期にあたる期間で, その中で, 設計理論を構
築し, その実践成果としての作品を多く遺し
ている。 
	 前期についてはその実作リストや設計思想
について作品カタログ 3)が作成されている。
そこからの抜粋であるが, 公園では鉄砲州公
園（1962）, 美竹公園（1963）, 久松公園（1963）
など地面の造形を強く意図した作品がある。
また, 住宅団地では, 三鷹台（1961）, 藤沢
（1962）, 高根台（1962）, 赤羽台（1962）, 
豊四季台（1963）, 草加松原（1963）, 花畑
（1963）, 園生（1963）, 西新井第三（1963）, 
公田町（1964）など首都圏における実作があ
る。近年の建て替えや改修でその姿が失われ
た作品も多いが, 公園などと比較すれば団地
の屋外空間は残存しているものも多い。 
	 1960年代当時, 団地のプレイロット設計の
標準化に取り組むために将来の造園設計の動
向を予見しつつ, 確固たる設計理論を確立す
ることが必要とされていた。日本住宅公団の外部にあって当時の住宅団地の造園設計を
多数手がけた「近代造園研究所」の中心的な存
在であった上野は, 住宅公団関係者らとの共同
作業を繰り返しながら, その独自の理論を展開, 実践した。 
	 上野の 1960 年の論説『三つの床について』4)は, 浜口隆一の「床の意味の再認識」と
図-3	 「三つの床」の関係	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Le Corbusier の人工土地(Sol artificial)を引用し, 有史以来人間の生活を支えてきた「床」
の存在に注目し, 独自の３つの「床」の存在を提示した。  
	 基盤となる土地の面を床面とみなし, そこに植物や施設をいかにビルトインさせる
のか, ということを人間の生活を支える 3 つの「床」の存在に注目して, その概念を提
示した（図-3）5)。 
	 ①第一の床：自然の大地（Natural Land）, ②第二の床：加工された床(Reconstructed 
Land), そして③第三の床：人工の土地(Artificial Land)である。第二の床から上下に伸
びる２つの手において Outdoor と Landscape という２つの分野に分けて理解されると
いう。	 
	 第一の床に第二の床をいかに「とりつけるか」ということが Landscape Design であ
り, 第三の床をいかに第二の床が「まちうけるか」ということが Outdoor Design であ
るとした。第二の床の具体的イメージとして竪穴式住居の地面や, 農地や道もその形態
に含まれる。現代的には第三の床である建築物を支える「基壇」の機能を有するものと
した。 
	 第二の床とその有り様がランドスケープデザインで扱うべき床面であり, その床面
の装置化や構造化が都市や団地における基盤となりうる考えであることを確認できる。
後の「構法思考の過程」においてのベースとなる考えである。 
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図-4	 カタログの表紙	 
図-5	 「構法思考の過程」ダイアグラム	 
2 章	 	 
初期公団住宅のランドスケープ設計論と住環境ストックに関わる課題	 
 33 
（1）「第二の床」の展開	 −構法思考の過程	 
	 近代造園研究所の業績のひとつとして, 作品カタログの発行がある。カタログ名は
『LANDSCAPE DESIGN ’62-’64	 近代造園研究所』6)で, 1964 年の IFLA におけるＰ
Ｒ用に作成された（図-6）。旧来の造園設計という枠組みを超えてその職能・職域の開
拓や育成への思いの切実さが伝わってくるものである。また, このカタログがなければ, 
近代造園研究所の設計思想を理解する術はなかったともいえる。 
	 カタログ内に「現代の機械文明の発展にともない, 我々の生活環境はますます装置化, 
設備化しつつある。このような段階において, 人間の空間は, 外部の自然とは全く異な
ったシステムによる自己完結的なものとなろう」という文章がある。人間の空間の一形
態が, 敷地全体をひとつのユニットとして装置化されることを意図している。当時の猛
烈な勢いで進行しつつあった「工業化」や「都市化」についての無批判な肯定のように
は思われるが, それまで, 庭や緑地空間といった, いわば「閉じられた」造園空間像か
らの脱却の意志が伝わってくる。「ユニット」という建築的言語を外部空間に援用する
こと, ならびに共通言語として扱うことで都市の再構成, 構造化をしようとする試みで
もある。 
	 近代造園研究所の作品カタログにおいて「構法思考の過程」という見出しによって, 
団地のプレイロットの空間形態の進化する過程を提示している（図-5）。住宅団地の建
設においてプレキャストコンクリートによる一定のモジュールによるスラブ, 壁, 天井
の構成が検討され, 設計における合理化と効率化が進められていた。「構法」という見
出しをつけたのもこうした背景があることが大きな要因である。 
	 近代造園研究所の設計活動では前述のような「床面の装置化・構造化」が上野を中心
として進められていたようである。「構法思考の過程」では, 遊具の構法とそれをいか
に地面（床面）にジョイント・一体化できるのか, あるいは敷地を含めたユニットとし
て独立できるのかが, 「専用化」と「多様化」という２つの対立する概念で説明されて
いる。「専用化」は遊具やその他の施設の構法を示す。「多様化」は専用化の過程でつく
られたものをいかに地面, 敷地に「とりつける」ことができるのか, あるいは, 地面に
何かしらの操作を施して遊具や施設を「まちうける」ことができるのか, ということを
示している。 
	 具体的に「専用化」と「多様化」のプロセスをプレイロットの設計における翻訳は以
下のようなものになる（図-8）	 
( )数字は専用化の段階, （’）がついているのは多様化の段階を示す。 
(1)標準的な遊具がただ地面に配置してある状態, (1’)地面の造成やコンクリートの造形
により地面と遊具・施設を一体化, (2)ＰＣブロック部材等を用いた複合化した遊具・施
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図-6	 「専用化」と「多様化」の展開（文献 5）を引用）	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設, (2’)複合化された遊具が地面へのとりつけられ方によってパターン化する, (3)パイ
プフレームを用いた複合的かつ立体的な遊具の構成, (3’)パイプフレームが実際に敷地
にとりつけられることによる場の一体化, (4)完全に遊具と地面が一体化し, 全体がユニ
ットとして成立する状態。 
	 以上のような第二の床である地面を媒体とした遊具の構法と地面と一体化したユニ
ットを形成する過程が団地の屋外空間の設計を通じて試行された。標準的な遊具をただ
地面に置くことから, 地面とプレイロットとの関係の中で両者の最適化の作用が段階
的に説明される。プレイロットを建築や土木構造物に置き換えることで, 当時描こうと
していた都市像の一端を垣間見ることができる。 
 
（2）近代造園研究所後期の活動(1965〜67 年)	 
	 上野が近代造園研究所を離れ, 1965 年以降, 活動の拠点を関西に移した。当初千里ニ
ュータウン内の公園のデザインに係わっていたが, それはあくまで上位計画において
定められた公園敷地のデザインであった。また, 団地内のプレイロットの設計など前期
の流れを引き継ぐかたちでその活動は続いていた。 
	 それまでのスケールを超えて広域なニュータウンの緑地計画の段階からの関与があ
ったのは泉北ニュータウンの計画に携わることになってからであるという。それまで近
代造園研究所の仕事の中心は, 公園やプレイロットという枠組みでの計画, 設計であっ
たが, 泉北ニュータウンの開発の際に, 一時期, その活動は宅地造成や面的開発と強い
関わりをもつようになる。面的開発との関連は, 泉北 NT 開発の公園緑地構想のトピッ
クといえる土地利用図と緑地系統図に強く現れていた。R（レクリエーション）, G（み
どり）, C（R と G を繋ぐ「柔構造」）の三色で塗り分けられた緑地系統図の作成に関
しては, 公園緑地の面積や位置など造園側からの要望が正式ではなかったものの計画
者に伝えられ, 検討された。その背景には, 泉北ニュータウンの開発に関わっていた市
浦都市開発建築コンサルタンツ（現：市浦ハウジング＆プランニング）の富安秀雄の存
在が大きく影響していた。先行していた千里ニュータウン開発は後半を迎え, 大阪府企
業局のみでなく民間コンサルタントが地区開発計画案の策定に登用され, 参加するよ
うになり, 市浦都市開発建築コンサルタンツは新千里北町の開発に関与している。富安
は泉北ニュータウンの公園緑地系統案の作成に際して, ランドスケープ的な視点の必
要性を感じており, 当時の近代造園研究所はそれに呼応して仕事の内容をシフトさせ, 
実務的なやりとりのなかで, 実験的な緑地系統の形成を行った。 
	 関係者へのヒアリング7)からこれらの事項は確認されたが, これらを実証するための
「公園緑地系統図」に関わる資料の存在の有無は不明である。近代造園研究所と市浦都
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市開発建築コンサルタンツとの接近は, 宅地開発と住宅建設の枠, 造園・公園の枠を越
え, 造園設計の分野がより広い緑地, ランドスケープを扱う分野として実質的に拡張し
うる可能性をもっていたことの証左ともいえることである。同時に, 近代造園研究所に
おける最終の設計・計画案件である泉北ニュータウンは, その後の高度経済成長時代を
築く, 多数の民間造園コンサルタントを輩出する「母体」ともなっていた。市浦都市開
発建築コンサルタンツとの交渉に関わった多くの関西のコンサルタントが千里・泉北ニ
ュータウンの造園, 公園設計・計画に関わり, 近代造園研究所の解散とともに, その遺
伝子を引き継ぐかのように活動を続けていった。 
	 以上, 「第一の床」は公園敷地といった狭域のものから始まり, 団地敷地やニュータ
ウン造成地という広域の範囲にデザイン領域が拡大している。その上の「第二の床」の
展開としては, 前述の「構法思考の過程」においては, プレイロットを施設というより
も地面との関係において読み解き, その設置面である地面（第二の床）を「構造」とし
たデザイン手法の展開が試行されている。上野がウエノデザインとして独立した際には, 
多摩ニュータウンの「自然地形案」や港北ニュータウンのグリーンマトリクスの実践に
尽力している。「第三の床」ともいうべき公園施設やプレイロットの設計において, そ
の多くは当時公園設計に関する資料が児童施設研究会による『こどものあそびば』8)程
図-7	 「三つの床」の時系列的展開と研究対象地の位置づけ	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度しかなかったことや, 遊具単体の標準設計が試行されていた当時の「彫刻的」「造形
的」「標準的」なものとは一線を画して地面との関係や全体の空間構成までこだわった
デザインは先駆的なものであったともいえる。 
	 本研究における元低湿地上に面開発された初期公団住宅は埋没谷という無視し得な
い大深度の自然環境の構造がある。これを「第一の床」としたときに, 住宅団地の面的
に造成された土地基盤は「第二の床」とも位置づけることができるものと考えられる。 
2011 年東日本大震災において, 低平地における液状化被害を受けた土地の多くが, 元
低湿地や旧河道であったという傾向も確認された。しかし, 初期公団住宅の土地におい
て大きな地盤災害は報告されていない。また, これらの土地基盤は住宅団地の住環境で
あるとともに, 樹木が生長するための植栽基盤としての性能も持ち得ている。大地と土
地利用の垂直的な関係を構造化しようとする, 上野と近代造園研究所による計画理論
は, 低湿地における大規模で面的な土地基盤の評価に向けて, 今日的な視点でも十分意
義をもつものと考えられる（図-7）。 
	 
2.	 4	 高層高密度団地における屋外空間の計画理論	 –	 HF 研究会	 
	 既成市街地の中に建設される面開発市街地住宅の集約化と大規模化する屋外空間の
設計は当時の先駆的な事業であった。そのため,いくつかの計画・設計手法の検討がな
されたが,	 その中でも団地内オープンスペースに着目した報告書である『高層高密度団
地における戸外空間設計資料』9)	 では郊外型の団地造園的な手法では面開発市街地住宅
で求められるような空間性能には満足されない,	 という課題を立脚点として,	 オープ
ンスペースの集約化と大規模化及び空間機能の複合度の特徴について,	 実際に建設さ
れた団地物件で検証を行っている。編者は,	 （HF 研究会）横山光雄,	 前野淳一郎,	 田
畑貞寿,	 上野泰,	 曽宇厚之,	 斉藤泰子,	 辻野五郎丸,	 金井一郎,	 （公団協力者）沖中健,	 
唐崎健一,	 弓掛泰則,	 坂田導夫,	 村田孝である。	 	 
	 1960 年代までの「新開発」された住宅団地は周辺地域の連担性は意図しなくとも成
立できた。しかしながら,1970 年代以降の既成市街地の「再開発」である面開発市街地
住宅の場合は,	 災害避難拠点やレクリエーション利用などの周辺地域からの空間需要
を受け止め,	 連続する環境の連続性と住環境としての機能の複合性が検討された。	 
	 結果として,	 面開発市街地住宅内の住棟間に挟まれる,	 芝生地,	 樹林地を含む「集約
化された苑地」は,当該地区の災害避難場所として,	 あるいは,	 周辺市街地にはないま
とまった大面積の緑地を提供する意味で計画された。当時の計画理論からも苑地はこの
ような複合的な機能を有することが期待され,	 敷地内オープンスペースの中核となる
ように意図的に集約化,	 大規模化したことがわかる。（図-8）。	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2.	 5	 UR 住宅団地のストック再生・活用方策と課題	 
	 UR（2015）10)では全体管理戸数約 77 万戸の再生・活用方針を以下のように計画されて
いる。	 
①団地再生（約 16 万戸・20％）	 
地域の整備課題,	 住宅需要等に応じて,	 大規模な建替事業,	 トータルリニューアル等
の再生事業を実施する。	 
②ストック活用（約 57 万戸・74％）	 
既存の建物を有効に活用して,	 適切な計画的修繕等を実施する。	 
③用途転換（約 1 万戸・1％）	 
将来需要の厳しい一部の小規模な団地等について,	 賃貸住宅以外の用途として新たな
まちづくりに活用する。	 
④土地所有者等への譲渡,	 返還等（約 3 万戸・5％）	 
全面借地方式市街地住宅,	 特別借受賃貸住宅において,	 土地所有者への譲渡,	 返還等
を行う。	 
	 2015 年度末時点で,	 全国で 1664 団地,	 741,815 万戸の UR が管理する住戸の内,	 東京
都内は 395 団地,	 167,280 戸で戸数の全国の割合は 23％である。埼玉県内では 145 団地,	 
80,918戸で全国の割合は 11％と,	 東京都と埼玉県で合わせると団地件数では 15％を割
るものの,	 戸数については全国の 30％強の戸数が存在し,	 多くの中高層の団地が建設
されたことになる。	 
	 管理開始年度が 1960〜1970 年代の東京都と埼玉県の住宅団地では,	 東京都内は 137
団地,	 91,292 戸,	 東京都内戸数の内 55％,	 埼玉県内は 55 団地,	 57,560 戸,	 埼玉県内
戸数の内 71％で 5〜7 割の住宅団地がこの 20 年間に建設された。	 
図-8	 HF 研究会による屋外計画の計画理論（文献 9）を加筆）	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工場用地を全面買収して建設された東京都内の面開発市街地住宅では再生・活用方針で
は 100％が「ストック再生」方針であり,	 既存の住棟や敷地自体は今後も維持される方
針である。埼玉県内の 1000 戸以上の郊外中高層団地においては,	 36％が「団地再生」
方針で今後大規模な建替事業が推進され団地敷地内の環境も大幅に改変される可能性
が高い。一方,	 64％が「ストック再生」方針であり,	 今後もその 50ha 規模の敷地が維
持される方針である。	 
	 本研究における調査対象団地は,	 面開発市街地住宅では,	 大島 4 丁目,	 大島 6 丁目,	 
北砂 5 丁目団地で,	 いずれも,	 「ストック活用」対象である。郊外中高層団地では,	 草
加松原,	 武里,	 吉川,	 みさと団地で,	 草加松原は「団地再生」で全面建替え,	 武里は「団
地再生」で集約化,	 吉川とみさと団地は「ストック活用」方針とされている（図-9）。	 
	 以上のように,	 UR 賃貸住宅のストック再生・活用に際して,	 既存住宅の残置,	 商品
性向上のための修繕や環境整備,	 一部建替,	 敷地一部譲渡等,	 混在する状況にあるも
図-9	 UR 住宅団地のストック再生・活用方策の戸数別・タイプ別割合	 
（文献 10）を集計）	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のの,	 一方で団地内,	 及び,	 周辺地域に連続する屋外空間の存在効用,	 すなわち,	 地
域社会になじみ,	 周辺環境の一部となるようなスケールメリットをもった,	 その土地
に「在るもの」としての環境・社会資本としての価値に注目したストック再生・活用方
策の検討がほとんどなされていないことは主要な課題ともいえる。	 
ストック再生・活用に際しての屋外空間は, 屋外空間の特性や長所を把握し既存の空
間特性に合わせた良好な一体性を構築するとともに, 価値向上のために設計企画を付
加していくことが求められるが, 当初の計画・設計論に関するまとまった研究は少なく, 
個別プロジェクトの計画・設計作業の一環として屋外空間の特性や長所を把握している
のが実情である。このような状況において, 本研究における初期公団住宅におけるラン
ドスケープ計画・設計論と地域環境スケールの見地からの考察は住宅団地の屋外空間や
立地環境の位置づけを明確にし, 今後のストック再生・活用計画においても基礎的な知
見を提供できるものと考える。 
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第 3章	 江東デルタ地帯における土地利用と人工地形改変の変遷	 
	 
3. 1	 はじめに	 
	 本章の研究対象とする江東デルタ地帯は昭和 5(1930)年の荒川放水路の完成 1)により
形成された, 西を隅田川, 東を荒川, 南を東京湾で囲まれた地域である。明治時代中期
以降の工場進出の結果,	 地下水の過剰揚水による地盤沈下が深刻化し,	 現在でも東京
湾平均海面高度以下の地域のゼロメートル地帯が面積の八割近くを占めている。	 	 	 	 
	 この地域は,	 国内の低湿地上の都市のなかでも最も古い時期から運河の開削により
人工地形改変を経験した場所であり,	 また逆に人工地形改変から発生した都市が地盤
沈下等の土地の改変をしているという,	 いわば,	 人工地形改変と自然条件の相互作用
でこれまで都市が形成されてきた場所でもある。このような人工的な地形環境である同
地域の低湿地においても, 運河は都市の水系の一部であり, また, その水系に沿って連
続する工業化の過程で行われた土地基盤整備の結果として現れた微高地は, 緑が成長
するための重要な植栽基盤となりうる。したがって, 人工地形環境であっても, 都市生
態系のネットワークを形成する上で, これらの水系と緑地のもつ意味は大きいといえ
る。また, そのスケールメリットや水系沿い微高地の連続性を活かしたランドスケープ
プランニング論の適用が想定される可能性は今後も高いといえる。	 
	 一方,	 当該市域においては昭和 40 年代以降に大工場跡地を中心に面開発市街地住宅
や防災拠点開発が進められた経緯がある。これは, 国内の低湿地開発の中でも先駆的な
事業であった。そしてなお, この地域には同様の大規模な土地利用の単位が存続してお
り, 将来にわたって, それらの土地を対象とした公共,	 民間開発事業者の参入する再開
発の潜在性は依然として高い。以上, 本章では,	 この江東デルタ地帯における人工運河
の水系を軸とした都市環境の構造を水系の改変に伴う土地基盤整備,	 及び,	 それと相
互作用で成立してきた人工地形改変の変遷と都市開発パターンの関係性を明らかにす
ることを目的とする。 
	 	 
3.	 2	 調査の対象と研究の方法	 
	 既往研究のなかでは,	 江東デルタ地帯における明治中期以降の河川・運河改修を伴う
土地基盤整備について,	 低地上の地表面の人工的な形状改変を都市環境の構造として
とらえた上で土地利用との関係性から研究したものは少ない。遠藤(2005)	 2)は江東デル
タ地帯を含む東京区部沖積低地の工場地帯の地下水揚水による地盤沈下によって地盤
高が全域で低下し,	 かつ,	 沈下累計量は,	 沖積層基底深度に比例して大きくなってい
ることを明らかにしている。しかし,	 それのみでは地表面の人工的な形状改変の微細な
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傾向までは知り得ない。赤桐（1975）3)は一定期間における千葉県葛南地域の低地にお
ける地盤沈下と都市開発のパターンの関係性を明らかにした。地盤沈下量の変化が大き
い1967年から1973年の空中写真を用いて土地利用の変遷を確認した上で,	 短期間の地
盤沈下による景観と土地利用の変化により,	 低地の土地利用の適性が変わり,	 土地利
用の更新が加速化したことを指摘した。	 
	 本章では,	 江東デルタ地帯の人工運河周囲の土地を主な対象とし完全な人工地形と
考える。そして,	 地盤沈下の沈静化した現在の数値地図標高データを用いて地表面の人
工的な形状改変の傾向を確認し,	 その形状と明治中期以後から昭和 30 年代までの土地
利用の変遷や地盤沈下量との関連を考察するものであり,	 既往研究と比較して,	 対象
期間や土地の条件は異なるものである。これまで,	 ゼロメートル地帯は地盤沈下が原因
として面的に形成されたため,	 運河や河川に挟まれた地表面が一様に低いという概観
でしか認識できなかったが,	 数値地図標高データでは1ｍ間隔の等高線によって地表面
の人工的な形状改変の傾向が明らかになる。これにより江東デルタ地帯がこれまで経験
してきた人工地形改変の変遷を反映していると推察できるものと考える。この地表面形
成の要因を分析するために,	 水準基標点や柱状図を用いた断面的な地盤構成の定量的
な解析をおこなうものとする。	 
	 
3.	 3	 現在の地表面の形状からみる都市環境の構造	 
	 	 図-１は江東デルタ地帯内の東京湾平均海面高度(TP)0ｍ以下の地域についての１ｍ
等高線段彩図である。ベースとしたデータは,	 国土地理院・基盤地図情報の５ｍDEM を
等高線として可視化したものをベースとしている。それを,	 国土地理院の２万５千分の
１地形図と重ねた。これによってゼロメートル地帯の地表面の形状を読み取ることがで
きた。そして,	 CAD ソフトウエア「VectorWorks」上で 1,000m2 単位で求積できる精度
で等高線をスプライン化した。	 
	 図-1から,	 次のような傾向が認められる。竪川,	 小名木川,	 仙台堀川,	 横十間川,	 北
十間川といった人工的に開削された運河と,	 自然河川の名残である旧中川沿いの場所
の地盤高は TP0～-2ｍ,	 それらに囲まれた区域内で地盤高が TP-2～-3ｍであることが
確認できる。つまり,	 運河や河川沿いの連続する空間がゼロメートル地帯における堤防
のような構造となっているのである。この傾向から運河沿いでは開削発生残土等を利用
した人工堤防上に居住地,	 河岸が形成され,	 また,	 旧中川沿いでは自然堤防上に人工
堤防が加算された「半人工堤防」構造であると推測される。	 
	 本論では運河沿いの TP0～-3.0ｍの標高範囲を「人工堤防」,	 TP-3.0ｍ以下の地域を
「陥没地」と呼ぶ。TP-3.0ｍ付近でほぼ地盤高は下げ止まりしており,	 このすり鉢状の
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地表面の人工的な形状の底辺にあたる部分といえる。また,	 TP-2.0ｍ〜-3.0ｍはこの底
辺に至るまでの傾斜地として考える。そして,	 「人工堤防」が形成された起源と経緯を
考察することで,	 この構造が持つ都市環境の構造としての意義を見いだせるものと考
える。「人工堤防」には運河沿いの「人工堤防」と河川沿いの「半人工堤防」の二種類
が考えられるが,	 ここでは特に,	 運河沿いに注目するものとする。	 
	 具体的な方法として,	 まず,	 江東デルタ地帯の人工地形改変の変遷を江戸時代から
昭和初期にかけて俯瞰した上で,	 大きな水系の改変の契機となる荒川放水路の開削期
を起点とした前後の時代の地形図と現在の数値地図標高データを重ねる。これによって,	 
図-1	 現在の江東デルタ地帯の TP ゼロメートル以下の地表面の形状	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「人工堤防」構造の形成起源を明らかにする。次に,	 この構造が形成された経緯を地盤
沈下と水系の改変に基づく土地基盤整備という二つの側面から検証していくものとす
る。	 
	 
3.	 4	 水系改変にともなう土地基盤整備の経緯と人工地形改変の変遷	 
	 ここでは特に現在ゼロメートル地帯となっている地域のなかで,	 北十間川より南側,	 
横十間川の東側,	 仙台堀川の北側を範囲として人工地形改変の変遷を追っていく。	 
(1)江戸時代の新田開発	 
	 『江東区史』によれば,	 「北十間川は本田筋と新田筋の境であることから中世末期に
おける海岸線であった」4）ということから,	 北十間川は近世の土地の開発前線であった
といえる。徳川幕府がまず始めに行った土木事業として,	 小名木川の開削がある。これ
は,	 行徳塩の江戸市中への輸送が目的ではあったが,	 それと同時に,	 開削で発生する
掘削土や浚渫土と江戸市中から集められる塵芥をあわせた新田開発にあった。冨永
(2001)	 5）によれば,	 新田開発は小名木川の南側の現在の砂町を埋め立てると同時に,	 
北側にも押し広げられ小名木村,	 平方村が誕生した。これを低湿地での新田開発モデル
として,	 その西側の大島村等の諸新田は,	 後に開削の竪川,	 横十間川等の開削土と,	 
小名木川を通じて運搬される江戸からの塵芥で耕地を造成していったと推測される,	 
という。	 
	 その後,	 明暦３年（1657）の江戸の大火によって隅田川東岸の本所・深川地区まで被
害が及んだことを契機とした市街地拡大開発のなかで竪川,	 横十間川,	 大横川,	 北十
間川などの水路網が整備され,	 埋立てや盛土については,	 掘や河川の浚渫土のほか掘
削土を用いたとされる 6）。	 
	 『墨田区史』では江戸時代の開拓事業を「竪川や横川等の掘割を通じ,	 小名木川や源
森川を開削整備してまず元来の湿潤地の排水を図ると同時に,	 掘り上げた土をもって
湿地帯を埋め立てて土地を築き,	 その上に道路や堤を設けて画地,	 すなわち町割をつ
くることにあった」7）としている。	 
	 江戸時代は運河開削による掘削土と江戸からの塵芥を利用した新田開発を中心とし
て土地基盤が整えられていった。隅田川沿いの微高地には本所や深川などの市街地が形
成されたが,	 横十間側より東側に関しては,	 水田が卓越する土地利用であり,	 それは,	 
綾瀬川や中川などの利根川水系の河川氾濫の際には,	 江戸市中を水害から回避する巨
大な遊水池の役割を果たしていたといえる。図-2 は江戸時代の人工地形改変の形跡が
残っている明治 13 年 2 万分の 1 地形図 8）をもとにした土地利用図に現在の数値地図標
高データを重ねたものである。横十間川東側では,	 竪川,	 小名木川沿いの倉庫や張り巡
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らされる農業用水路間に水田内の集落が点在しているのみであるため,	 現在の人工地
形改変との関係性はこの時代においては確認できない。	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図-2	 
明治初期の土地利用と数値地
図標高データの重ね図	 
図-3	 
大正 6（1916）年の土地利用と
数値地図標高データの重ね図	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(2)明治中期からの工業化	 
	 明治初期においては,	 隅田川沿いの左岸地域に官営工場が設立されていた 9）。明治 20
（1887）年以降,	 日清・日露戦争を経て,	 軍需産業が発展するなかで,	 横十間川東側地
域の運河沿いに大工場が進出するようになった。工業化の理由は,	 東京市に隣接し,	 一
部は海に接し,	 その海と内部との連絡に中川,	 隅田川,	 竪川,	 小名木川,	 北十間川,	 
横十間川等の諸河川が縦横に通じて,	 水運の便に富んでいることであった。地形も平坦
で地代も低廉であったから工場の建設に適しており,	 その拡張の余地も十分で,	 多数
労働者を収容することも差し支えなかったという 10）。これまで,	 塵芥の捨て場であり
湛水地帯でもあった低地に大工場地帯が出現したときの情景として,	 『南葛飾郡誌』で
は「工場地は一帯に水田を埋め立てたものであるために所々の空地は凡て低地で水溜及
至は湿地である。このじめじめした土地に家が建て込めてある。汚い塵芥の堆積が所々
にある」11）としており,	 また,	 『江東区史』においては,	 「明治中期以降に工場の建
設が始まった地域の立地条件は決して優れていたわけではない。なぜなら比較的入手し
やすかった地域の大部分は湛水常習地帯であり,	 近世には市街を洪水から守るクッシ
ョンとしての役割をもっていた地帯でもあった」12)として工業化の結果としての人工土
図-4	 
昭和 5（1930）年の土地利用と
数値地図標高データの重ね図	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地改変の弊害の露呈を指摘している。これは,	 その後の荒川放水路開削事業への契機と
なる人工地形改変が結果的に行われたことだともいえる。図-3 は,	 大正６（1917）年
の地形図 13）をもとにした土地利用図に現在の数値地図標高データを重ねたものである。
竪川,	 小名木川沿いの人工堤防部分と,	 当時の工場進出範囲が重なることが分かる。	 
	 (3)	 荒川放水路の開削	 
	 明治 40(1907)年と明治 43（1910）年の二度の台風による工業地帯への水害から,	 荒
川放水路計画が具体化した。工事は明治 44（1911）年から昭和５(1930)年の 20 年を要
した。放水路開削の目的として,	 増水時に遊水地域に流していた荒川の洪水流量のほと
んどを流すことで隅田川の洪水を未然に防ぎ,	 東京市街を水害から守るという点に主
眼がおかれた。また,	 運河や河川が持っていた運輸能力を損なうことのないように舟運
による物資の運輸を円滑に継承発展させていくための水利改善事業にも十分に配慮す
る計画としている 14)。『荒川下流誌』においては,	 放水路開削事業は明治後期の一連の
洪水を契機としたものではあるが,	 隅田川流域における新しい都市化の流れとも密接
に関係し,	 デルタ地帯が本来的もつ災害環境（洪水）と近代化（都市化）の矛盾が拡大
していくなかにおける,	 解決策として具体化したもの 15),	 と記されており,	 水害から
の回避というよりも,	 市街地,	 工業地を拡大させるための手段としての国家事業であ
ったとしている。この荒川放水路開削を契機として,	 低地での安全性の向上から工業化
が加速する。『江東区史』の主要工場分布図 16)からは,	 横十間川より東側,	 旧中川まで
の範囲において,	 明治 42（1909）年は小名木川,	 竪川沿いを中心に 28 工場であったが,	 
荒川放水路竣工直前の大正 14(1925)年においては 53 工場と約２倍に増えている。図-4
は荒川放水路共用開始の昭和 5(1930)年の地形図 17）をもとにした土地利用図に現在の
数値地図標高データを重ねたものである。市街地,	 工場の拡大が著しく現在の「人工堤
防」構造の内側の「陥没地」に工場地が形成されつつある状況が確認できる。	 
(4)昭和 30 年代における地盤沈下の深刻化	 
	 江東デルタ地帯における地盤沈下が進行したのは1900年ごろから1970年頃までの約
70 年間であるとされている 1）18）。その後は,	 地下水位の回復などにより僅かながら隆
起を続けている傾向であるが,	 ゼロメートル以下という現状に変わりはない。地盤沈	 
下は,	 二つの粘性土層に挟まれた砂礫層の被圧地下水が大量に揚水された結果,	 粘性
土の間隙水圧が低下して起こる現象である。粘性土の非可逆性という物性から一度地盤
沈下が起こってしまうと,	 回復するのは不可能に近い。	 
	 昭和 34(1959)年の工業等制限法や昭和 42(1967)年の公害対策基本法,	 昭和 36(1961)
年の江東区の工業用水法指定などの法的規制により, 昭和 40 年代以降, 急速に工場が
撤退, 公営住宅地等への用途変換が行われた。「人工堤防」上である大, 中工場の敷地に
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おいて大量の地下水揚水を行っているのにもかかわらず 19）, その部分の沈下の程度が
低かったといえるであろう。また, 図-8 の柱状図 20）からも分かるように, 表土の下の
地層は砂やシルト質などの低湿地上の地耐力の低い地盤が多く, 工場は杭打ち構造を
有しており, 地盤沈下による抜け上がりの度に間欠的に盛土をおこなっていたことも
推測される。 
	 
3.	 5	 「人工堤防」の形成の仮説と検証	 
	 明治初期から昭和初期までの人工地形改変の変遷と現在の数値地図標高データを重
ねることによって,	 江戸時代までの新田開発とは,	 以後の工業化の中で行われた土地
基盤整備は別次元で展開し,	 それが現在の都市環境の構造に密接に関係していること
が確認された。では,	 「人工堤防」構造がどのような経緯で形成されたのか,	 二つの仮
説を立て,	 検証することとした。対象エリアは JR 総武線を北限とした竪川,	 小名木川,	 
仙台堀川,	 横十間川を含む江東区大島町,	 北砂町とする。この地域は最も「人工堤防」
構造が明確に確認できる。	 
(1)仮説-1	 地盤沈下による地表面の陥没	 
	 沖積層基底の埋没谷と昭和13(1939)	 年から昭和52	 (1977)	 年までの累計地盤沈下量
の関係は明らかになっている。地形的には平坦な水田地帯をベースに同等程度に土地基
盤が整備され地盤高が均された状態を条件に,	 地盤沈下が進行し,	 陥没地帯が形成さ
れたとする仮説である。検証のために,	 まず,	 竪川に接する水準基標 3377(亀戸７丁目
61)と陥没地範囲に入る城(1)(大島７丁目 39)の昭和 19(1944)	 年から地盤沈下の沈静
化した昭和 50(1975)	 年の 31 年間の沈下量を比較した 21）（表-1）。昭和 19 年の地盤高
は 3377 の方が 43cm 高く,	 沈下量にしても,	 47cm の差があるため,	 昭和 50 年時点では
約 90cm の差が出たことになる。	 
	 次に,	 新たな水準基標が増設された後の昭和 40(1965)年から昭和 50	 (1975)年まで
10 年間の沈下量を比較した（表-1）。水準基標の位置は,	 竪川沿い（3377,	 城(9)）,	 小
名木川沿い(城(3),	 城(7)),	 仙台掘川沿い（城(6)）,	 陥没地（(城(1),	 (城(2),	 城(4),	 
城(5),	 城(8),	 城(10))である。図-7 で水準基標点をプロットした。この結果からみる
と,	 昭和 40 年における地盤高の各エリアの平均は,	 陥没地は低く,	 沈下量についても
竪川,	 小名木川沿いより大きいことが確認できた。いずれの場合も,	 陥没地の方が運河
沿いの「人工堤防」上よりも沈下量が大きく,	 比較起点年の地盤高もすでに低いことが
確認された（表-2）。	 
	 「人工堤防」と陥没地の二区域で比較できる２点以上の水準基標測量情報が確認でき
る時点,	 すなわち昭和 19(1944)年で現在の都市環境の構造の骨格が形成されつつあっ
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たことが推測される。また,	 その後の地盤沈下量でも陥没地の方が大きく,	 この構造が
現在まで維持されてきていることが分かる。	 
(2)仮説-2	 運河開削や河川改修による都市化の規模と土地基盤整備の差異	 
	 仮説-1で確認された昭和 19年時点の人工地形改変がいつ頃形成されたのか,	 それを
江東デルタ地帯の都市化と水系の改変をもとに地図情報と文献より考察した。	 
	 荒川放水路開削以前における明治中期以降の工場進出の際の土地基盤整備では周辺
水田の掘削土を用いていたという。『南葛飾郡誌』では「田は漸次埋立てられて大部分
工場敷地に変換せられた。而も埋立を要する土は仲々得難かったから附近の土を掘り取
って地盛りに使った。その土を掘った跡は今でも池となって残って居て,	 大島・亀戸・
寺島の各町村いたる所にみることができる」22)としている。その記述は,	 図-5,6 の明
治 42 年,	 大正 14 年の地形図 23）上における掘削池と工業用地の拡がりの変遷からも確
認でき,	 明らかに工場立地が進行すると同時に掘削池の面積も増えている。表-3 から,	 
この期間で,	 大工場用地が 27.5ha,	 中・小工場/宅地用地が 86.5ha,	 掘削池が 4.4ha 増
えていることが分かる。掘削池の水深が 1ｍとすると 4.4 万㎥の掘削土が発生したこと
になる。大工場と中・小工場/宅地の拡大範囲の合計 114ha の土地基盤整備を行うには
この掘削土量では約 4cm の盛土に留まる。不足分は都心からの塵芥の利用や,	 工場設備
が冠水しない最低限の土地基盤整備が行われていたことが推察される。	 
表-2	 昭和 40 年〜50 年の 10 年間における区域別の地盤沈下量	 
表-1	 大島町,	 北砂町における水準基標成果 23）よりみる地盤高と地盤沈下量（m）	 
表-3	 調査区域の土地利用の変遷	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図-5	 
明治 42（1909）年の土地利用と	 
数値地図標高データ重ね図	 
図-6	 
大正 14（1925）年の土地利用と	 
数値地図標高データ重ね図	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 『東京府南葛飾郡大島町農事調査書－附村是』では,	 明治中期の大島町における都市
化の展望として,	 １．土地の改良	 ２．工業を益大ならしむこと	 ３．商業を繁栄なら
しむこと,	 としている。土地の改良とは,	 １）水田（湿田）→畑地（盛土による蔬菜栽
培）→宅地	 ２）道路を改造（工業化に伴う陸運機能の向上）	 ３）河川の新設（横十
間川～中川間を横断する竪川と小名木川の中間地点の運河の開削）,	 というような人工
地形改変によって,	 農業地としての生産性を高めることと,	 宅地化や工業化を進める
ことによる商業の発展を見込んでいる 24）。	 
	 具体的には土地の８割を宅地,	 工業用地,	 ２割を畑地とした場合は水田のまま維持
するよりも,	 畑地の蔬菜栽培収入や宅地の地代賃貸収入から４倍近くの収入が見込ま
れるとしており,	 事実,	 それに近い形で人工地形改変がされていったことが推測され
る。運河に接する工場敷地は周囲より高く盛土され,	 それ以外は掘削された池や低湿地
が拡がっていたため,	 この時点で現在の「人工堤防」構造の原型ができあがっていたと
いえる。	 
図-7 は,	 荒川放水路共用開始翌年の昭和 6(1931)	 年の地形図 25）をもとにした土地利用
図であるが,	 大正 14(1925)年(図-6)と比較すると,	 わずか,	 ６年間に急速な都市化が
図-7	 
昭和 6（1931）年の土地利用と	 
数値地図標高データ重ね図	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進行したことが分かる。関東大震災の被害による江東デルタ地帯内の宅地化の進行と荒
川放水路開削による水害からの安全性の向上が原因として挙げられるが,	 これだけの
土地基盤整備を達成するために,	 荒川放水路開削に伴う余剰土が大いに役立ったとい
える。	 
	 明治 44（1911）年から昭和５	 (1930)	 年までの荒川放水路開削工事に伴う掘削,	 及
図-8	 運河から垂直軸にとった柱状図群列図	 
図-9	 数値地図標高データから見る土地利用占有率の変遷	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び,	 浚渫の発生土量は掘削土量が1,270万㎥,	 浚渫土量が910万㎥の合計2,180万㎥で
ある。そのうち,	 放水路の築堤土量が 1,210 万㎥であり,	 970 万㎥の残土が発生したが
その処理方法の詳細は不明であるという 26)	 。『荒川下流改修工事概要』によれば,	 「而
シテ浚渫土は舊川締切及ビ埋立ニ利用スル外洪水敷凹所ニ投棄シ又剰土ハ沿岸低濕ノ
民地ニ捨土シ堤防ノ安定ヲ計ルト同時ニ沿堤地ノ發展ニ資セリ」27)ということから,	 具
体的な範囲は不明であるが,	 低湿地である沿岸地域,	 つまり,	 江東デルタ地帯の盛土
に土地基盤整備にそれらの余剰土は活用されたことが推察される。また,	 土地基盤整備
用の土の発生源として,	 江東デルタ地帯内運河の浚渫土も考えられる。運河沿いの工業
化が進められ,	 舟運の重要性は変わらず,	 運河の浚渫,	 護岸の改良は行われてきたこ
とが推測されるためであるが,	 詳細な工事記録は残っていない。地図上で確認しても水
深や川幅が変化した形跡は認められない。	 
	 大正14(1925)	 年から昭和6(1931)	 年で６年間の間に約108ヘクタールも市街地が増
えた一方で,	 掘削池の面積にそれほどの変化はない。荒川放水路工事延長の内,	 当該地
区は約 20%接岸する。余剰土 970 万㎥のうち 194 万㎥が使用でき,	 かつ,	 両岸地域に２
分されていたとしても 97 万㎥を盛土として使えたとすれば,	 市街地化された範囲に平
均約 90ｃｍの盛土がなされた計算となる。図-8 において,	 竪川と小名木川間の大島町
における現在の柱状図を運河に対して垂直軸にとり群列図化した。表土として一括され
ている厚層に土地基盤整備で行われた盛土が含まれると考えると盛土厚は運河沿いの
「人工堤防」の方が「陥没地」におけるそれよりも平均して 1ｍ近く厚いことが分かる。
これは,	 運河沿いの工場用地にあたる部分の水田への盛土などの土地基盤整備が工業
化の初期段階から行われたことの証左でもある。むろん,	 各土地利用,	 地盤の地耐力に
より土地基盤整備の手法も異なるため,	 この盛土厚の妥当性は工場史などから,	 各工
場の工法を推定しつつ精査する必要はある。	 
	 図-9 は,	 現在の数値地図標高データから読み取れる標高範囲内に入る明治 42(1909)
年,	 大正 14(1925)年,	 昭和 6(1931)年の土地利用占有率の変遷である。最も市街地化速
度が顕著なのが,	 現在 TP-4.0ｍ以下,	 「陥没地」の範囲の大正 14(1925)年から昭和
6(1931)年における中小工場・宅地である。面積は 48.5ha 増加し,	 占有率は 47.7％の
伸びとなっている。大工場は同期間でわずか 2.0ha 増加するに留まる。一方,	 現在 TP0
〜-4.0ｍ,	 「人工堤防」と「傾斜地」の範囲では,	 同期間で中小工場・宅地で 34.9ha
増加,	 占有率は 12.8％の伸び,	 大工場は,	 22.8ha 増加,	 占有率 4.9％の伸びとなって
いる。現在の「陥没地」は昭和 6 年には 7 割近くが中小工場・宅地であり,	 それに至る
経緯も大正 14 年から昭和 6 年の 6 年間において急速である。「人工堤防」は同時期で 5
割近くが大工場,	 中小工場・宅地であるが,	 都市化の年間あたりの速度は明治 42 年か
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ら大正14年の16年間と昭和6年までの6年間では鈍化している。急速な土地造成で,	 か
つ,	 重機のない時代の低湿地における土地基盤整備の質の違いがその後の地盤沈下程
度の差の原因になっている可能性も考えられる。つまり,	 荒川放水路工事に伴う余剰土
による盛土が市街地化された相当の範囲で行われたとはいえ,	 低湿地開発の速度と面
積の違いによる「土地基盤整備の質的差異」が現在の地表面に顕在化していることが推
察されるのである。	 
	 以上の土地基盤整備の時期別の人工地形改変の現象とその要因の検証結果を整理し,	 
以下のように考察した（図-10）。	 
1)明治中期〜大正末期	 
	 運河沿いの大工場では,	 周囲の水田の掘削土を中心に土地基盤整備のための盛土に
用いたため,	 微高地が形成されはじめた。不足分は運河の浚渫土や都心からの塵芥を
利用していたと推測されるが確証はない。その後,	 工場敷地内も設備拡張にともなう
再盛土や,	 陸運を利用するための路盤整備を行っていったため,	 この時期に形成さ
れた土地基盤は長期間で比較的安定した地盤が形成された。	 
2)昭和初期	 
	 荒川放水路開削後の新規造成地の増加に伴う微高地の範囲が拡大した。しかし,	 荒川
放水路開削以前に立地した工場用地より,	 その後の宅地開発地範囲での地盤沈下量
が大きい。それは,	 荒川放水路開削後の都市化がそれ以前に比べて急速であったため,	 
土地基盤整備の質の差異が影響している可能性が高い。	 
3)昭和 30 年代以降	 
	 「人工堤防」と「陥没地」というような地表面の人工的な形状が顕在化した。それは,	 
地盤沈下が「人工堤防」構造を維持しながら面的な沈下を起こし,	 沈下の程度は運河
間内側地域で大きく進行したためであると考えられる。	 
図-10	 江東デルタ地帯における人工地形改変の変遷	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3.	 6	 まとめ	 
	 全国に沖積低地の軟弱地盤上に発達した都市は多い。その多くは水系という無視し得
ない自然環境構造との関係性のなかで拡張してきたといえる。かつては, 都市の巨大な
遊水機能を持った水田や低湿地上に工場が形成されるため, その土地基盤整備には, 盛
土や土壌改良, あるいは排水系統の整備等の土木的な操作等地盤沈下に対する造成が
必要であった。江東デルタ地帯ではその地盤と都市形成のせめぎ合いの痕跡が「人工堤
防」として現在でも地表面の人工的な形状というかたちで残っている。 
	 昭和 40 年代以降, 大面積の工業地が細分化されずにその多くが高層高密度住宅団地
として面開発された場合が多いが, それが同時に「人工堤防」上にあるという認識はほ
とんどされていない。深刻な地盤沈下を経験した土地では, その沈下を緩和することは
できても, もとの状態に回復させることはできない。見方を変えれば, この土地の非可
逆性という性質が江東デルタ地帯における特徴のある人工地形を形成してきたわけで
ある。今後の人口減少化社会のなかで, 都市再編も進むであろう。そのような時代だか
らこそ, この運河沿いの工業化の結果としての「微高地」を評価していくべきである。
この構造を地域の重要な都市環境の構造として, 水と緑のネットワーク形成に活かせ
る潜在性も高いといえる。防災や土木的な観点のみでは良好な環境形成は難しく, 人工
地形改変により表出した地盤の特性と都市・オープンスペースの重層的な関係の中にお
けるランドスケーププランニングが必要となる。このような観点からも, 本章の研究が
沖積低地上の都市再編に際して認識すべき都市環境の構造を示したことの意義は大き
いといえる。また, 完全な人工地形環境とはいえ, 水系を軸とした微高地は植栽基盤と
しての条件も兼ねており, 水と緑によるエコロジカルネットワーク形成を支える連続
的な環境基盤としても評価できるのである。 
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第 4章	 江東デルタ地帯の面開発市街地住宅における土地基盤整備	 
	 
4.	 1	 はじめに	 
	 荒川と隅田川に挟まれた江東デルタ地帯では,	 明治時代中期以降の工業化によって,	 
面的に地盤沈下が進行した。比較的開発時期の早い運河沿いの大工場の敷地においては
長期にわたり土地基盤整備が行われたため,	 結果として,	 運河沿い一帯の地盤高は高
い。昭和初期以降の複数の運河間の市街地においては地盤沈下の程度が大きく,	 地盤高
も低く陥没地のようになっている。霜田ら 1)	 の研究では,	 この運河沿いに連続する微
高地と陥没地を,	 人工的な地表面の形状改変の結果,	 潜在しているミクロスケールの
土地の条件の違いが表出した都市地盤の凹凸面としている。特に運河沿いの微高地は水
系やその周辺の面開発によるオープンスペースの連続性を軸とした都市環境形成の構
造的な骨格になるものとして評価された。	 
	 運河沿いの微高地は人工地形改変の結果生み出された緩やかな勾配をもつ「人工堤防」
でもある 2)。この「人工堤防」構造が明確に確認できる区域は,	 江東デルタ地帯の中で
も横十間川以東の竪川,	 小名木川,	 仙台堀川に囲まれた場所である。昭和 40 年代以降,	 
これらの運河沿いから大規模工場が撤退し,	 新たに市街地型の集合住宅地が建設され
た。大規模な工場跡地がほとんど細分化されずに,	 再開発が進んだため,	 ブロック単位
での面開発が多い。事業主体は主に旧日本住宅公団であり,	 これらの面開発による集合
住宅地が面開発市街地住宅である。	 
	 面開発市街地住宅地の建設で創出された盛土によるまとまりのある苑地はこの「人工
堤防」を補強する。平面的には「人工堤防」は面開発された敷地形状をなぞる形で襞状
に展開している。各面開発地区において行われた土地基盤整備の地盤の積み上げがこう
した襞を形成し,	 「人工堤防」に多様性を与えている。	 
	 このような工場用地の土地基盤整備を起点とした面開発市街地住宅の土地利用条件
の改善プロセスによって積み上げられた地盤は,	 地域の都市環境の構造の一部であり,	 
それ自体が植栽基盤という生態学的な意味と同時に都市生活者のレクリエーション活
動に寄与するような空間形態を有する「環境基盤」でもある。	 
	 篠沢ら 3)の研究において台地や丘陵地の自然地形を自然環境の構造とし,	 これは住
環境の骨格構造として持続的なランドスケープを形成するための都市基盤整備や環境
の保全・継承・創造のための媒体であることを評価している。この自然環境は本論にお
ける江東デルタ地帯の完全な人工地形環境と同義である。水系を軸とした微高地の連続
帯は植栽基盤としての条件も兼ねており,	 かつ,	 低湿地における持続的な都市環境の
骨格となる水と緑によるエコロジカルネットワークの土台である。この支持基盤を「環
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境基盤」として定義する。	 
	 本論においては面開発市街地住宅の建設に行われた土地利用条件の改善を目的とさ
れた地盤の造成行為の検証を通じ,	 運河沿いの微高地における今後の都市形成におけ
る「環境基盤」の評価に向けた基礎的知見の提供をすることを目的とする。	 
	 論点は以下の 2 点である。	 
①工場跡地の一括転用後の土地利用の組成の一部を形成する旧日本住宅公団による面
開発市街地住宅の住宅地としての土地利用条件の改善手法を検証し,	 如何にして運河
沿いの微高地が多様化したのかを明らかにすること。	 
②当時の計画理論とオープンスペースの実際の計画内容の照合から,	 特に苑地に着目
し,	 造成行為を中心とした人工地形改変について,	 縮尺 1：500 スケールにて定量的な
解析を行うこと,	 である。	 
	 工場跡地の土地利用条件の改善には土壌汚染は重要視するべき課題ではあるが,	 当
時の急速な住宅需要に応えるために土壌汚染の処理方法としてキャッピングなどの最
も経済的な手法に限られていたことが想像されるものの,	 当時の設計指針のなかにも
この点に言及された資料は認められない。また,	 土壌汚染対策に関する法令の整備も
2000 年以降である。したがって,	 本論においては土壌汚染を論点の一つとはしない。	 
	 
4.	 2	 調査の対象と研究の方法	 
	 既往研究では遠藤 4)は江東デルタ地帯を含む東京低地の工場分布の変遷と工場跡地
の利用状況を網羅的に整理し,	 多くの工場跡地が住宅地利用へ変換されたことを明ら
かにしているが,	 開発区画内スケールにおける具体的な土地利用条件の改変までは言
及していない。木下ら 5)は昭和 40 年代の面開発市街地住宅の屋外空間の構成に言及し,	 
団地内空間の平面的な用途構成とその後の変容を明らかにしているものの,	 従前から
の地盤形成の変遷については注目していない。本論は霜田ら 6)の研究で確認された地域
スケールにおける江東デルタ地帯の都市環境の構造が各土地利用敷地単位における造
成行為の積み上げによって成立している点に注目する。特に面開発市街地住宅は,	 工場
跡地の住宅地利用のなかでも,	 比較的規模が大きく,	 集約されたオープンスペースが
あることから具体的な研究対象とした。造成行為の中でも団地敷地内のスケールにおけ
る凹地,	 すなわち,	 切土は評価しない。理由は,	 ①外水氾濫は外郭堤防によって江東デ
ルタ地帯全域で防御可能であったこと。また,	 ②内水氾濫についても公共下水道の整備
が 60％程度は進んでいたため,	 建設時点で当該地区の水害は激減していたこと 7)から
調整池やオンサイト貯留の整備の必要はなかったからである。地表面の凹地が評価でき
るのは図-1のような江東デルタ内の複数の運河間で囲まれている地域スケールである。
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このスケールにおいて本論の対象とする面開発市街地住宅は凸地に属するものであり,	 
この建設がこの凸地を補強しているという点に立脚している。	 
(1)対象地域の概要 
（i）運河沿い微高地の平面的形態	 
	 図-１は,	 現在の地形図に,	 スプライン化した東京湾平均海面高度(以下,	 TP)-1.0m
以下の等高線を重ねたものである。範囲は約 409ha で,	 最も地表の凹凸面の特徴が確認
できる横十間川以東の竪川,	 旧中川,	 小名木川,	 仙台堀川の複数の人工開削運河,	 及
び,	 河川に囲まれる地区で,	 江東区の大島町と北砂町である。	 
	 図-1 から,	 ①運河,	 河川沿いには TP-3.0m 以上の土地が襞状に連続している。②運
図-1	 調査対象地区を含む区域の地形図と集合住宅地の分布（2009 年現在）	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河,	 河川間で囲まれた土地の中心部には TP-3.0〜-4.0m の陥没地帯がある。③微高地の
襞は土地利用の境界をなぞる形で展開している,	 という傾向が認められる。	 
（ii）微高地の土地利用の組成	 
	 図-１は微高地の襞を構成する集合住宅地として利用されている土地の分布も示して
いる。範囲を TP-3.0m 以上の範囲において,	 その多くが存在する。内訳は都市再生機構
（旧日本住宅公団）集合住宅が 28.3ha,	 都営及び東京都住宅供給公社による集合住宅
地は 14.2ha,	 民間集合住宅地 8)は 19.5ha である。TP-3.0m 以上の土地の中では,	 旧日
本住宅公団のものが面積としても,	 範囲内の割合が最も大きい。図-２は小名木川付近
の現在の集合住宅地の位置を重ねたものであるが,	 多くの大規模工場 9)の跡地が細分
化されずに面開発され,	 現在に至っている様子が分かる。明治中期以後の工業化のなか
で,	 工場敷地内の盛土などの土地基盤整備が繰り返されてきたが,	 これらの現在の土
地利用の多くが,	 工業化の経過のなかで形成された地盤上に成立しているといえる。	 
(2)調査対象の概要	 
	 昭和 30 年代後半,	 工場等の設備投資の過剰から生じた国内経済の不況を立て直すた
め政府が行った一連方策の一事業として,	 昭和 40 年に旧日本住宅公団による面開発市
街地住宅制度が生まれた。これは,	 遊休化した大規模工場跡地等を買収し,	 高層住宅を
建設し,	 大量の住宅供給と既成市街地の環境整備を図ろうとしたものである。また,	 面
開発地区の選定は,	 街区の整備と土地の高度利用により周辺が開発される可能性があ
る地区や工住,	 商住混合地域の当該工場を取り除くことによって著しく環境が改善で
きる市街地を対象とする方針によって行われたという 10)。	 
	 面開発対象地区は舟運を利用していた工場跡地が殆どであるため,	 必然的に河川に
図-2	 小名木川周辺の昭和 35 年地形図と現在の集合住宅地の重ね図	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近接する場所に位置する。また,	 概ね３ha 以上の大規模の土地を全面買収されたため,	 
敷地のスケールメリットを生かした住棟や外部空間の配置計画が課題となった。	 
	 屋外空間や住棟の計画地盤高は概ね既存地盤に対して盛土の造成が行われた。対象団
地は,	 大島 4 丁目団地,	 大島 6 丁目団地,	 北砂 5 丁目団地の 3 物件である。大島 6 丁目
団地は一部大島 3 丁目団地を含むが,	 以下,	 大島 6 丁目団地と総称する。全物件で共通
する特徴は,	 ①昭和 40 年代が事業年度である。②従前が大規模工場用地である。③複
数の住棟が配置され,	 敷地中央部に集約されたオープンスペースが計画された。④運河
に敷地の 1 辺以上が接する。⑤計画人口密度が概ね 1000 人/ha である。⑥敷地面積が
3ha 以上である。表-1 により,	 各物件の概要をまとめた。	 
(3)使用データ	 
	 図-１の作成において, 国土地理院「数値地図 5m メッシュ（標高）東京都区部」を標
高データとして用い,	 CAD ソフトウエア「VectorWorks」を東京湾平均海面高度(以下,	 
TP)-1.0m 以下の等高線をスプライン化するために用いた。図-２の作成は昭和 35 年に
おける 1：10,000 地形図 11)	 をベースとしている。	 
	 東京都内の旧日本住宅公団による面開発市街地住宅の実施設計図,	 及び,	 竣工図は
独立行政法人都市再生機構にて保管されているマイクロフィルムの複写を使用した 12)。	 
(4)データの解析	 
	 調査対象とする面開発市街地住宅の敷地内の造成地盤高,	 及び,	 仕上げ地盤高の解
析では,	 マイクロフィルムより複写した図面データをスキャンして,	 縮尺 1：500 スケ
ールにおいて,	 20m グリッドの測量地盤高を基準とした等高線のトレースを行った。ま
た,	 敷地内のボーリングコアの解析では,	 深度 60m 程度までの土質構成を確認できる
柱状図の中から,	 表土とその下の地層が読み取れる深度 5m までの範囲での図化を行っ
た。	 
 
 
表-1	 調査対象団地の概要	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4.	 3	 面開発市街地住宅における土地利用条件の改善手法の実態	 
(1)粗造成について	 
	 昭和 40 年代に大規模工場が面開発され住宅地として用途変換された際の土地基盤整
備がどのように行われたのかを検証する。ここでの土地基盤整備とは,	 住棟の配置計画
を前提とした宅盤造成を指す。	 
図-3	 調査対象団地の敷地内柱状図	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 図-３は,	 大島 4 丁目団地と大島 6 丁目団地についての土地の引渡し時の敷地内のボ
ーリング調査に基づく柱状図を深度 5m までの範囲で,	 運河からの垂直軸にとり,	 整理
したものである。北砂 5 丁目団地については十分な資料がないため除外した。表土とさ
れる範囲に盛土が含まれると考えると,	 概ね,	 100〜200cm の厚みで下層の砂やシルト
層の上に土地基盤整備の痕跡が認められる。両物件ともに,	 敷地の運河沿いの土地はそ
のような傾向がある。敷地の中央部には工場が建設された際の地盤改良のために 300〜
400cm の盛土が行われたことが分かる。また,	 運河と反対側の敷地境界付近まで,	 工場
立地部と同等の盛土がなされている。これらから確認できるのは,	 工場跡地の引渡しの
時点において,	 敷地内に面的に土地基盤整備が行われていたことである。大島 6 丁目団
地におけるボーリング調査から,	 表土の内容は,	 ローム,	 石炭屑,	 コンクリートガラ,	 
レンガ屑などが含まれるとされている 13)。工場の土地基盤整備においては,	 付近の水
田の掘削土や荒川放水路の開削余剰土を利用したことも考えられるが 14),	 元の所在が
不明である建設廃棄物も合わせて使用されていたことも分かる。地盤高については,	 概
ね,	 運河側から反対側に向かって下る勾配となっている。大島 4 丁目団地では運河側と
反対側では 80〜100cm の高低差がある。周辺道路との高低差は道路境界部で 50〜100cm
の段差処理が行われており,	 周辺地盤からは半島のように突き出した土地の形状を有
していたといえる。	 
	 図-４は,	 宅盤造成時の平面図に引渡し時の等高線を重ね,	 切土,	 盛土範囲,	 及び,	 
厚みについて整理したものである。	 
各団地の宅盤レベルの設定以下の通りである。	 
①大島 4 丁目団地では厚み 5〜80cm の範囲において盛土がなされた。また,	 小名木川側
の敷地南西では一部切土が行われている。	 
②大島 6 丁目団地では厚み 0〜40cm の範囲で盛土がなされた。	 
③北砂5丁目団地では厚み0〜40cmの範囲で盛土がなされているが,	 敷地の中央部,	 及
び小名木川沿いの土地で 50cm 未満の切土がなされている。	 
	 以上から,	 概ね 1m を超えない範囲での造成が行われたことが分かる。断面的には,	 
これまでの土地基盤整備の程度と比較すれば少ない範囲に留まっているが,	 面的な形
状として住棟配置を中心として均された地盤が形成されている。ただし,	 宅盤計画高は
ほとんどが TP 以下に設定されている。住棟における 1 階部は天高が 4〜4.5m のピロテ
ィ構造であり,	 また鋼製杭を 30〜40m 打ち込んだ上で建設されたため,	 宅盤地盤高は
建築計画においてほとんど問題はない。開発当時の状況として,	 宅地間の造園工事,	 駐
車場等の整備を含まない粗造成工事費は開発主体が 100％負担することになっており,	 
これらは,	 地価の高い市街地の開発においては家賃に反映される大きな要因ともなる
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15)。そのため,	 宅盤造成におけるコストを抑えるための方策の一つとして,	 地盤高が比
較的低いレベルに留まったということも推察される。この要因については,	 治水・河川
整備計画との関連から考察する必要もあるが,	 治水計画に係わる地盤高の設定として
面開発市街地住宅の建設における具体的な土地造成基準や指導があったことは確認で
きなかった。『江東の昭和史』16)では昭和 41 年に外郭堤防が完成し,	 また,	 公共下水道
の普及率も 60％を超えた以後には,	 外水及び内水害被害は激減し,	 江東デルタ地帯を
図-4	 調査対象団地の宅盤造成平面図	 
図-5	 調査対象団地の計画造成平面図	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外郭堤防で囲み,	 これに運河利用を考慮した水門や内水排水のための排水機場の建設
計画が進められた,	 とされている。江東デルタ地帯では昭和 40 年代においては,	 外水
及び内水の被害が減少し,	 地盤高設定における水害対策整備が喫緊の課題ではなくな
っていたといえる。	 
	 建設時の上位計画である「江東再開発基本構想」では大島 4 丁目,	 6 丁目,	 北砂 5 丁
目団地は「不燃化地区構想」に位置づけられた。松田 17）によると,	 1964(昭和 39)年の
東京大学地震研究所が発表した関東地震の 69 年周期説により,	 国が防災に本格的に取
組始めたという。最大の焦点が同時多発の地震火災であり,	 木造住宅密集地が集中する
江東デルタ地帯が主要な対策地域となった。1968（昭和 43）年の東京都首都整備局の
江東地区防災拠点等防災都市建設調査を受けて,	 東京都が 1969（昭和 44）年に江東再
開発基本構想を策定した。これは震災対策,	 生活環境の改善,	 経済基盤の強化を目的と
した。50〜100ha 規模の 6 地区に公共用地や工場跡地を中心とした防災拠点の再開発が
進められた。大島 4 丁目,	 6 丁目,	 北砂 5 丁目団地はこの 6 地区の範囲から外れている
が,	 各防災拠点間を中継する「不燃化地区」と位置付けられた。そのために,	 集合住宅
の計画においては,	 ①集約化した広場を不燃建築物で囲むように配置する。②ゼロメー
トル地区であることから屋外のオープンスペースを地上レベルだけではなく,	 ２階の
廊下,	 店舗の屋上等の人工地盤上に設定すること,	 が具体的方策として挙げられた 18)。
このように,	 水害対策としての地盤高の設定が行われたわけではなく,	 むしろ,	 周辺
市街地に不足する緑地や火災の際の避難地としての団地内オープンスペースの役割が
重視された経緯が認められる。これらを与件として開発主体への経済的負担と周辺市街
地との地盤のある程度の連続性を考慮した上での宅盤計画高の設定であったと考えら
れる。	 
(2)開発区画内オープンスペースにおける表土改変工程	 
	 図-５は,	 対象 3 団地についての計画造成平面図であり表土改変の成果が反映された
ものである。また,	 用途についても合わせて整理した。用途は面的なものに限り,	 苑地,	 
広場,	 駐車場などが含まれる。盛土の程度は詳細に定量化するため,	 宅盤造成レベルか
らの変化量を 50cm 単位で 5 段階に分けて表記した。図-６では特にオープンスペースの
中核となる苑地について間隔 50cm で計画等高線を示している。集約化された住棟間の
オープンスペースの苑地には概ね 50〜200cm の盛土が施されている。苑地の境界には,	 
見え掛かりで 60〜180cm の擁壁の立ち上がりが確認できる。	 
	 図-５及び図-６から考えられる表土改変工程の特徴としては以下の通りである。	 
①	 大島 4 丁目団地	 
	 小名木川側に近い苑地においては苑地レベルが TP+3.0m に計画される場所があり,	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そこを最高点として,	 北に向かって地盤高は下がっていく。敷地外周部には100〜149cm
の盛土により植栽帯が形成されて,	 周辺市街地との境界を形成している。	 
②	 大島 6 丁目団地	 
	 2 列の住棟間に南北に連続する苑地が形成され南側の苑地では 150〜199cm の盛土が
施され,	 北側の竪川に近い苑地では 50〜149cm の盛土になる。	 
図-6	 「盛土容積率」算定図	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③	 北砂 5 丁目団地	 
	 南側ブロック中央の苑地では敷地北側の苑地が 200cm 以上の盛土となり,	 そこを最
高点として南側に向かって下がって,	 グランドや水景施設を囲い込む配置となってい
る。南側ブロックの南端の周辺市街地境界付近においては,	 苑地が 150cm 以上盛土され
境界を形成している。北側ブロックについては敷地中央に住棟や他の建築物が配置され
るため,	 苑地はそれらを縁取る形での配置となり,	 50cm 未満の盛土となっている。	 
	 一方,	 広場と駐車場の多くは 30〜60cm の切土が施されている。大島 4 丁目団地にお
いてはサンクン広場のために宅盤造成レベルから 100〜140cm の切土を行っている場所
もある。	 
	 苑地の盛土は,	 表土の内容 13)や図-３から分かる地下水位の高さから,	 植栽基盤とし
て適していないため,	 盛土と植栽用客土の敷設が行われた。大島 4 丁目団地の造園工事
特記仕様書には造成高の上に購入土である畑土が植栽地客土として 50cm 敷設とあるた
め,	 他物件でも同様の仕様で施工されたといえる。	 
	 	 
4.	 4	 面開発市街地住宅の計画理論と実態の照合	 
(1)計画理論について	 
	 面開発市街地住宅内の住棟間に挟まれる,	 芝生地,	 樹林地を含む「集約化された苑地」
は,	 「不燃化地区構想」の災害避難場所として,	 あるいは,	 周辺市街地にはないまとま
った大面積の緑地を提供する意味で計画された。「集約化された苑地」は概ね2.0〜3.0ha
の面積規模を持つ住棟に囲まれた範囲内の植栽地である。幅は 70〜90ｍで延長は 200
〜300ｍの帯状の形状である。図-５において,	 集約化された苑地を含む住棟に囲まれた
範囲を明示した。	 
	 当時の計画理論からも苑地はこのような複合的な機能を有することが期待され,	 敷
地内オープンスペースの中核となるように集約化,	 大規模化したことがわかる。	 
	 『高層高密度団地における戸外空間設計資料』19)	 では郊外型の団地造園的な手法で
は面開発市街地住宅で求められるような空間性能には満足されない,	 という課題を立
脚点として,	 オープンスペースの集約化と大規模化及び空間機能の複合度について,	 
その特徴を実際に建設された団地物件の検証を行っている。既成市街地の中に建設され
る面開発市街地住宅の集約化と大規模化する屋外空間の設計は当時先駆的な事業であ
った。面開発市街地住宅の組成としての「環境の連続性としての複合度」が基本的なフ
レームになる,	 とする計画理論は当時の代表的な理論であったといえる。ここでの「環
境」とは,	 周辺既成市街地を含めた地域を指す。「環境の連続性」とは,	 面開発市街地
内のみではなく外部との連続性を意味する。地域としての空間需要である災害避難広場
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としての機能と同時に,	 日常生活におけるレクリエーション利用としてのオープンス
ペースの在り方が求められるという,	 限られた開発用地内における機能の複合が「複合
度」である。	 
	 日本住宅公団建築部『団地設計図集』20)に掲載された対象 3 団地の計画方針にも,	 既
成市街地内の限られた公共空間として,	 各対象団地の敷地形状なども活かした空間の
段階的整理や周辺との連続,	 機能が重複する緑地の創出が方針としてある。	 
(2)計画理論と実態の照合	 
	 本章では計画意図と実現された空間との関係を検証したい。そのため「集約化された
苑地」の主要な構成要素である植栽基盤に着目し,	 その容積の確保から関係を検証する。
植栽基盤の容積は,	 「集約化された苑地」の実面積（A）に,	 宅盤造成地盤高を基準と
した 50cm 単位で設定された計画等高線で囲まれた範囲の面積を積み上げ,	 苑地の延べ
面積（B）とし,	 （B）を（A）で割ることで算定される「盛土容積率」を指標とする。
工場跡地の開発のため,	 地下水位の高さ,	 表土の含有物から考えると,	 植栽条件が良
好ではない低湿地の開発では,	 植栽基盤改善は盛土とほぼ同義であり,	 それに着目す
ることにより計画意図と実態の関連が明瞭になると考えた。検証の手順としては,	 計画
理論・方針から読み取れる空間構成及び植栽計画において設定された植栽基盤厚と「盛
土容積率」から算出される平均盛土厚を照合した。	 
	 図-６は各団地内の「盛土容積率」を示したものである。大島 4 丁目団地 210％,	 大
島 6 丁目団地 178％,	 北砂 5 丁目団地 262％である。これらの値から算出される苑地の
平均盛土厚と,	 設計された植栽基盤厚との比較から,	 ①面開発市街地住宅地のオープ
ンスペースの計画方針を実現させるためにどれだけの植栽基盤が確保されたのか,	 ま
た,	 ②その方針の実現のための植栽基盤が十分に確保されたといえるのか,	 について
照合を試み,	 検証をした。	 
	 計画方針は『団地設計図集』の原文から概略を引用し,	 さらに,	 実施設計図面の植栽
計画図より読み込んだ樹高3.0ｍ以上の高木の樹種構成,	 数量,	 植栽密度から植栽計画
に関する内容を表-2 に整理した。植栽計画図より,	 集約化された苑地における平均の
高木植栽植穴深さを算定し 21）,	 その値と平均盛土厚を比較した。平均盛土厚は 50cm に
「盛土容積率」を乗じた数値を示している。	 
①大島 4 丁目団地	 
	 計画方針において「団地内オープンスペースは二つの TC 型住棟間 22」にまとめて確保
してあるが屋外計画では,	 北から南へ買物広場,	 遊び場,	 芝生地,	 樹林地のように,	 
利用頻度の高いものから低いものへ空間を配列した。」という概略が記録されている。	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実際の調査対象苑地は利用頻度の低い樹林地としての場所に位置する。高木植栽樹種は
6 種類,	 植栽本数は 300 本,	 100 ㎡あたり 4.57 本の植栽密度である。平均植穴深さは
70cm で,	 平均盛土厚は 105cm である。計画方針に対して,	 盛土厚は十分に確保されて
いると評価できる。	 
②大島 6 丁目団地	 
	 計画方針において「南北に長い敷地の特性を生かし周辺地域とのつながりを考慮した
オープンスペースは,	 ピロティ利用の施設を含め,	 「街苑」としてイメージされた。」
という概略が記録されている。実際の調査対象苑地は,	 住棟間の南北のオープンスペー
スを貫く形で配置している。高木植栽樹種は 2 種類で,	 植栽本数は 205 本,	 100 ㎡あた
り 3.12 本の植栽密度である。平均植穴深さは 150cm で,	 平均盛土厚は 89cm である。周
辺市街地からの空間の連続性を考慮し,	 樹種の限られた並木としての高木植栽計画で
あるが,	 植穴深さに対して,	 平均盛土厚はその植栽基盤としては不足していると評価
表-2	 植栽計画と盛土厚の比較	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される。	 
③北砂 5 丁目団地	 
	 計画方針において「屋外設計では面開発団地のオープンスペースの在り方について空
地性と緑地性 23）という 2 面からの検討を行った。具体的には周辺に開いた構造であり,	 
かつ,	 機能的には多目的に対応しうる複合空間をとりながらまとまりのある緑,	 又は
連続的な緑を確保した。」という概略が記録されている。高木植栽樹種は 14 種類で,	 植
栽本数は 449 本,	 100 ㎡あたり 6.83 本の植栽密度である。平均植穴深さは 70cm で,	 平
均盛土厚は 131cm である。植栽密度は高く,	 苑地の実態は樹林地である。周辺市街地か
ら求められたまとまった緑量を有する物件であるが,	 十分な水準の盛土厚を有してい
る。	 
 
4.	 5	 まとめ	 
	 図-７に各団地別の整備段階ごとの造成行為を主要造成断面としてまとめた。また,	 
前章までに検証された植栽基盤としての計画造成盛土についての考察を加え結論とす
る。	 
①大島 4 丁目団地	 
	 引渡し時の地盤は 3 物件の中では最も起伏があり,	 宅盤造成,	 及び造園的造成にお
ける地盤の変化率も大きい。オープンスペースの計画においても利用頻度の低い運河沿
いの場所に十分な厚みを有する植栽基盤が設定されており,	 それらが積極的な地形改
変を通じて行われたことがわかる。	 
②大島 6 丁目団地	 
	 南北軸のうち,	 ほぼ均等な造成盛土が行われた。規格の大きな高木植栽において景観
の軸を形成する意図があったものの,	 植栽基盤の厚みは不十分である。「盛土容積率」
も他物件に対して低い水準であるため,	 持続的な植物の生育環境が形成するためには,	 
基盤の嵩上げが必要とされると考えられる。	 
②	 北砂 5 丁目団地	 
	 3 物件の中では最も苑地の規模,	 計画造成盛土の程度が大きい。「盛土容積率」も最
も大きいため,	 面的に十分な植栽基盤が形成されている。高木樹種構成も比較的多様で
あり,	 周辺市街地に不足していた緑地の供給という面において十分に機能しており,	 
面開発のスケールメリットが植栽基盤レベルまでいかされた団地として高く評価でき
る。ただし,	 南側ブロックのみに苑地は集約されており,	 運河沿いの北側ブロックはほ
とんど造成の履歴が確認できない。	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以上のように各団地における土地改変の程度の差はあるものの,	 図-1 で示される江東
デルタ地帯の都市環境の構造を立脚点とすれば,	 面開発市街地住宅の苑地の図-７で示
される断面構成や「盛土容積率」から読み取れる植栽基盤の容積は運河沿いの微高地の
組成の一部になっていることが読み取れる。また,	 その広がりも面的な再開発によって
街区単位による変容をし,	 これらの凸地が襞状の高規格堤防となり地区全体の人工地
形に多様性を与えているものである。地盤沈下等の人工地形改変により地盤が面的に低
下し,	 災害の危険がある地域であっても,	 面的再開発が連続すれば,	 各開発地区の盛
土行為が地域の都市環境の改善に貢献できる可能性は高いと考えられる。	 
	 本論で得られた知見は,	 江東デルタ以外の低湿地でも適用は可能である。湾岸,	 ある
いは,	 河川沿いに進展してきた大工場地が主に面開発の対象となり得ると同時に,	 他
地域でも大工場の敷地をなぞるように微高地が連続している場合が多いためである。し
かし,	 面開発が必然となりうる臨海低湿地の工場跡地再開発にのみ摘用可能であると
考えられる。戸建て開発のように土地が細分化され,	 地盤の連続性が保証されない場合
や,	 まとまった面積のオープンスペースの確保が望めない場合は,	 これらの低湿地に
特徴的な水系沿いの微高地の構造の連続性をいかせないためである。	 本論で検証した
図-7	 調査対象団地の主要造成断面図	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面開発市街地住宅地におけるような「集約化された苑地」が確保される場合,	 それらは
都市の緑被率を上げるばかりではなく,	 その植栽基盤は低湿地における盛土範囲と重
なる場合が多いため,	 住環境としての水準を高める意味があると同時に運河沿いの環
境整備の拠点になり得るものと推察される。この意味を明らかにするためには開発地区
を含む周辺地域の水系沿いの微高地や凹地も含む都市計画的な観点からの検証が必要
であり,	 今後の課題である。	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第 5章	 元低湿地における郊外中高層団地の土地基盤整備	 
	 
5.	 1	 はじめに	 
	 埼玉県内,	 中川低地の低湿地に日本住宅公団（現UR都市機構,	 以下,	 公団,	 UR）の開
発した1960〜70年代の郊外大規模中高層団地の多くが立地している。従前の土地利用が
同流域内の低湿地,	 特に土地利用が水田であり,	 かつ,	 沖積層基底深度が50〜70ｍで
ある関東平野の古東京川が開析した埋没谷上やその付近の軟弱地盤に住宅団地が建設
された。1950年代以前には, 地盤の性質上, 集合住宅地の建設が困難な場所であった。 
	 1923年の関東大震災において埋没谷上の土地は,	 表層の軟弱地盤に加えて,	 沖積層
の厚みに応じた地震震度の増幅により,	 建物への被害程度は大きいとされている1)。し
かしながら, 団地建設後の2011年の東日本大震災などの自然災害において, これら大
規模な初期公団住宅団地の人工的に地形改変された土地の液状化被害や建築物の不同
沈下など大きな地盤災害は報告されていない。	 
	 土木・建築技術の向上や地盤改良や杭の打ち込みにより, 地盤の性質を転換させ, 住
環境として適した状態にすることが可能となったことを主な要因として, 大規模な土
地基盤整備と中高層建築物の建設が実現した。それらの結果として,	 湿地性の植生では
なく,	 森林性の造園樹木を主な対象とした「造園的植栽基盤」が形成されたとも言える。
本論においては,	 これらの土地基盤整備の実態の検証と,	 その造成された土地の「造園
的植栽基盤」としての評価を行うことを目的とした。	 
	 図-1は,	 中川流域である大宮台地と下総台地に挟まれる平野部の内,	 埼玉県春日部
市から東京湾の範囲の図面に,	 公団の住宅団地の位置をプロットした広域の位置図で
ある。概ね,	 沖積層基底地形の等深線50ｍ以深が重なる範囲になる2)。調査対象団地は,	 
吉川団地,	 みさと団地,	 武里団地,	 草加松原団地の4団地とした。選定理由は,	 １）1960
年代から70年代にかけて開発された初期公団の開発した郊外型の大規模中高層住宅団
地であること,	 ２）従前の土地利用が同流域内の低湿地,	 特に土地利用が水田であった
こと,	 ３）URで管理する当時の実施設計図面についても,	 埼玉県内の住宅団地について
は同様のPDFデータ形式で,	 データベース化が進んでおり,	 各団地の2千〜8千枚にのぼ
る図面から詳細内容の検索やデータの比較が可能であることがあげられる。	 
	 低湿地の開発に関する既往研究において,	 籠瀬（1972）3)の低湿地の開発と大都市郊
外の土地利用改変に関する研究がある。また,	 霜田ら（2009）4)では江東デルタ地帯に
おける人工運河の水系を軸とした都市環境の構造を水系の改変に伴う土地基盤整備,	 
及び,	 それと相互作用で成立してきた人工地形改変の変遷と都市開発パターンの関係
性が明らかにされている。霜田ら（2010）5)では江東デルタ地帯における面開発市街地
5 章	 
元低湿地における郊外中高層団地の土地基盤整備	 
 82 
図-1	 中川低地の主な UR 住宅団地の位置図	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住宅の建設に行われた土地利用条件の改善を目的とされた地盤の造成行為の検証を通
じ,	 運河沿いの微高地における今後の都市形成における環境資源の評価に向けた基礎
的知見が提供されている。	 
	 以上のように,	 低湿地という現在の地表面と開発行為に伴う土地基盤整備の関連性
を扱う研究はあるものの,	 埋没谷という大深度の地形と開発の実態との関連性を扱う
研究はほとんどない。	 
	 本論で扱う住宅団地は,	 埋没谷上の低湿地に50ha規模の敷地面積と造成盛土を有して
おり,	 その土地基盤整備は敷地内の住環境整備に併せて敷地内のオープンスペースに
造園的植栽を施すために必要な植栽基盤が形成された。これらを実際の地業工事の過程
を踏まえた土地基盤整備の実態の把握と実際に形成された植栽基盤の造成盛土厚との
比較を行うことで,	 低湿地の大規模な造成地を持続的な植物の生育環境,ならびに,住
環境として評価するための基礎的知見を提供することに本論の意義がある。	 
	 
5.	 2	 調査の対象と研究の方法	 
（1）使用データ	 
	 地形構成の概要を把握するため,	 国土地理院・基盤地図情報の5ｍDEMを20cm単位,	 ま
たは50cm単位の等高線をDXFデータとして抽出し,	 CADソフトウエアVectorWorksで平面
図と断面図の作成を行うと共に同一等高線上の面積を求積した上で,	 その高さを乗じ
ることで得られる盛土量を把握した。その上で,	 URの管理するボーリング柱状図などの
敷地調査図や建築,	 土木,	 造園工事実施設計などの図面資料6)から造成手法,	 地業手法,	 
植栽基盤形成手法を定量的,	 定性的に照合した。土木工事図面からは,	 ボーリング柱状
図,	 敷地調査図,	 造成断面図・平面図,	 雨水排水平面図を参照し,	 沖積層基底までの土
質構成の把握と一次造成の方法を確認した。建築工事図面からは,	 基礎伏図,	 杭リスト
を参照し,	 異なる住棟階層別の地業手法の確認をした。造園工事図面からは,	 特記仕様
書,	 植栽工事内訳,	 植栽平面図を参照し,	 植栽客土仕様,	 植栽樹種と形状寸法,	 植栽
工事範囲,	 二次造成手法の確認をした。	 
	 併せて,	 UR都市機構所蔵の『団地設計図集』7)に記録されている設計時の諸元を確認
した。諸元には団地名称,	 事業年度,	 敷地面積,	 住宅区分,	 団地所在地,	 密度計画,	 住
宅計画,	 利便施設計画,	 供給処理施設計画,	 立地条件,	 設計の基本方針,	 団地の位置
図,	 全体の設計図などが含まれる。	 
	 (2)	 対象団地の概要	 
	 調査対象団地の概要を表-1にまとめた。1960年代から70年代にかけて公団の開発した
4団地を研究対象とする。吉川団地を除き,	 敷地規模は概ね50ha規模の開発であり,	 当
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時に開発された住宅団地の中では全国的にも有数の規模になる。住棟タイプは,	 草加松
原団地では2層のテラス型住棟も建設されたが,	 多くは南面並行配置をベースとした中
層（4〜5層）の板状である。みさと団地においては一部,	 11層以上の高層の住棟も認め
られる。	 
	 
（3）データの解析	 
	 データの解析は以下のフローで行った。	 
	 1）各住宅団地土地基盤整備で行われた人工地形改変の程度を周辺地域との関係から
把握するため,	 基盤地図情報の5ｍDEMにより周辺地域を含めた詳細な地形図を作成の
上,	 調査対象住宅団地内の造成地形の特徴を周辺地形との関係から, 凹または, 凸地型
として類型化する。	 
	 2）各住宅団地の敷地スケールの土地基盤整備の実態を検証するため,	 URの実施設計
図面のボーリング柱状図,	 造成断面図地業工事図面を参照し,	 主要な断面図を作成の
上,	 地質,	 造成盛土高,	 そして,	 建築の杭長と仕様を比較する。また,	 50cmの等高線に
よる平面図を作成し微細な表土改変行程の成果を把握する。その際,	 従前の水田の地盤
高から粗造成により路床と宅盤が形成されるまでを一次造成とし,	 それ以降の表土改
変行程である苑地の造成や宅盤仕上げの造成を二次造成とし,	 各造成段階別の検証を
行う。	 
	 3）一次〜二次造成で積み上げられた盛土の土質と厚みの意味を検証するために,	 そ
の盛土の容積の変化の割合,	 地業工事で得られた地盤の強度,	 そして,	 植栽高木の植
穴深さの比較から得られる植栽基盤の性能,	 の三つの指標からレーダーチャートを作
成し,	 各住宅団地の土地基盤整備と植栽基盤について各住宅団地を比較,	 評価を行う。	 
	 
5.	 3	 郊外中高層団地の土地基盤整備と周辺地域との関係	 
	 図-2は団地敷地周辺の地形,	 河川・用水,	 土地利用が把握できる概ね500〜1000ｍ程
度の範囲を含む位置図である。主に,	 住棟配置と地形表現を強調することで,	 周辺環境
表-1	 調査対象団地の諸元	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との連担性を確認した。地形は国土地理院の基盤地図情報から確認できる2015年段階の
図-2	 団地位置図（みさと団地）	 
図-2	 団地位置図（吉川団地）	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5ｍDEMを50cm単位の等高線で表示し,	 同一標高範囲ごとに段彩表現をしている。	 
図-2	 団地位置図（武里団地）	 
図-2	 団地位置図（草加松原団地）	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(1)吉川団地	 
	 団地敷地範囲において概ね,	 周囲の標準高さTP（東京湾平均海面）2.5〜3.0ｍから4.0
ｍという地盤高の変化が認められる。東側に隣接する1980年代後半から90年代にかけて
開発された戸建ニュータウンの範囲は当該団地の地盤高よりも50cm以上高い地盤設定
がなされている。団地敷地の南側の現状は,	 水田と戸建住宅地が混在しているが,	 周辺
との関係からは,	 吉川団地は建設当時,	 水田地帯の中に忽然と現れた凸型の人工微高
地であったことが推察される。	 
(2)みさと団地	 
	 吉川団地と開発時期や水田地帯であったという立地条件が近いみさと団地では現在
は周辺に水田と戸建住宅地が混在するエリアが広がっているが,	 それらと比較しても,	 
1970年代の開発以降,団地敷地のまとまった範囲で周囲から1.0ｍ以上高い凸型の地盤
が形成されていることが認められる。	 
(3)武里団地	 
	 団地敷地内の南北に湾曲する幹線道路沿いに半島状に突き出る微高地が顕著である。
周囲は水田と戸建住宅地の混在するエリアが拡がり,	 地形の連担性がある。敷地東方向
にある古利根川の自然堤防の位置からして,	 団地敷地はこの自然堤防の後背湿地特有
の凹型の地形を維持していることが認められる。	 
(4)草加松原団地	 
	 綾瀬川支流の伝右川の谷地に団地敷地が立地する。そのため,	 周囲より低い地盤高と
なっている。近接する国道4号線や東京外環自動車道の整備に合わせた盛土造成がこの
高低差をより際立たせている。現在では,周囲が市街地化され戸建住宅地や大学敷地と
なっているが,	 開発当時は低湿地の水田であった。団地開発時も周囲と比較して凹型の
地形は維持されており,	 度々水害の被害が報告されているが8),	 伝右川と綾瀬川の治水
工事により,	 排水機能は高められている。	 
	 
5.	 4	 郊外中高層団地における土地基盤整備の実態	 
（1）水田からの一次造成と地業工事	 
	 図-3は実施設計図面にある各団地のボーリング柱状図,	 地業工事の杭長リスト,	 造
成断面図から,	 一次造成である従前の水田からの住宅地の宅地粗造成の実態を把握し,	 
各団地の標準的な断面図としてまとめたものである。敷地内,	 20ｍグリッドで切られた
造成断面図と主要地点で調査されたボーリング柱状図を参照し,	 建設された主要な住
棟タイプ毎の直下に最も多く現れる地層断面を標準的とした。	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 平面図上の住棟のプロットは図-4にある。ここでは,	 ①5層以上の住棟で杭長が概ねN
値50以上の支持地盤に達しているもの(図-4で「杭長L」),	 ②4層の住棟で杭長が直近の
砂層に達しているもの(図-4で「杭長M」),	 ③テラス型（2層）の住棟で,	 ベタ基礎で施
工されたもの(図-4で「ベタ基礎住棟」)の3種類で分類できることが分かった。全ての
調査対象団地の実施設計図面で明確なN値が明示されているわけではないが,	 みさと団
地と吉川団地においてはボーリング柱状図と杭リストを照合して,	 N値50以上が確保で
きる支持地盤までの杭工事が明記されていることから判断している。	 
	 以下に各住宅団地の概要を述べる。	 
	 1)吉川団地:	 水田からの一次造成は千葉県沼南町（現,	 柏市）から山砂が運搬されて
行われた9)。実施設計図面の造成断面図では約150cmの盛土が確認できる。ボーリング柱
状図では従前GLから砂混りシルトがあり,	 支持地盤とされた。地業工事において,	 すべ
ての5層の住棟で30〜33ｍの鋼管杭で支持されておりボーリング柱状図の土質分布と対
応する。	 
	 2)みさと団地:	 水田からの一次造成は吉川団地と同様に千葉県沼南町（現,	 柏市）か
ら山砂が運搬されて行われた10)。実施設計図面の造成断面図では約150cmの盛土が確認
できる。ボーリング柱状図では従前GLから深度50ｍ内外にかけて砂質シルトの軟弱地盤
で,	 それ以下に礫層があり,	 支持地盤とされた。地業工事において,	 5層〜14層の住棟
で48〜58ｍの鋼管杭で支持されておりボーリング柱状図の土質分布と対応する。	 
	 3)武里団地:	 水田からの一次造成は埼玉県幸手市から砂質土が運搬されて行われた
11)。実施設計図面の造成断面図では約100cmの盛土が確認できる。「地表は水田であって,	 
団地の中央南北に帯状に砂層があるほかは,	 深さ40数ｍの砂礫層まできわめて軟弱な
粘性土の沖積層となっている」という記録12)にもあるように,	 概ね2種類の土質分布が
ある。地業工事において,	 5層以上の住棟は45ｍ以上の鋼管杭で支持されている。4層の
住棟については,	 概ね帯状の砂層（中砂）の範囲で立地し,	 7〜8ｍのコンクリート杭が
図-3	 一次造成と地業工事	 標準断面図	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図-4	 一次〜二次造成の土地基盤整備と植栽工事区分図	 
（吉川団地とみさと団地）	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図-4	 一次〜二次造成の土地基盤整備と植栽工事区分図	 
（武里団地と草加松原団地）	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打設された。また,	 地盤改良については,	 水田であった地盤の深さ11ｍの範囲で改良地
盤にカードボードを挿入して粘土・シルト土中の脱水を行い,	 支持力を増加させるペー
パードレーン工法,	 地下水位を低下させ浮力に相当する荷重を下部土層に作用させる
ウェルポイント工法,	 盛土面を気密膜で覆い低圧にして大気圧との圧力差を地盤面に
作用させ載荷し土中含水を強制排水する大気圧バキューム工法で軟弱地盤だった場所
が締め固められたという。また,	 別の設計記録13) には,	 「昭和22年のカスリーン台風
の際の60〜70cmの浸水した状況から,	 全体に約1.0ｍの盛土が必要とされた。」という
ように,	 湛水地帯の状態に対応した盛土が行われた。	 
	 4)	 草加松原団地：水田からの一次造成は東京都内の地下鉄工事残滓土砂が運搬され
て行われた14)。実施設計図面の造成断面図では約50cmの盛土が確認できる。「地表面下1
〜2ｍまでは粘性土,	 その下に2〜5ｍの細砂層,	 下にシルト層が40〜50ｍ前後みられる。
東京礫層はボーリングでは見当たらない。」という設計記録15)にもあるように,	 敷地内
において5層以上の住棟が建設可能な沖積層基底である礫層の支持地盤がなく,	 当時の
地盤改良技術の限界もあり,	 住棟の規模が決定された経緯がある。また,	 「地盤沈下と
経済性の検討の結果,	 建物はRC4層まで,	 1棟の長さを制限し,	 地表面に近い砂層に打
止めるコンクリート3角杭による地業を採用」,	 「地盤条件からテラス型住棟は造成地
盤面よりさらに40〜60cm程度の転圧盛土を行い,	 ベタ基礎だけで可能とされた」という
ように,	 4層の住棟については,	 3〜4ｍの深さの砂層（中砂）に対してコンクリート杭
が打設された。テラス型の住棟は,	 島状に宅盤が造成され,	 ベタ基礎のみで施工された。	 
（2）二次造成における表土改変行程	 
	 図-4は実施設計図面にある各団地の造成平面図,	 断面図を2015年現在の基盤地図情
報5ｍDEMから抽出できる20cm単位の等高線と照合し,	 団地敷地内における一次造成以
後の苑地や宅盤造成である二次造成に至る地盤高の地形と基礎タイプと階層別に色分
けされた住棟の建ぺいの範囲を重ねたものである。	 
	 平面図はすべて同縮尺で揃え,	 周囲の水田の地盤高との比較から,	 二次造成地盤高
の範囲の段彩表現をしている。加えて,	 造園設計図面より確認される造園工事区分を重
ねることで,	 植栽工事範囲と地形との関係を把握し後述の「土地基盤性能」の分析のベ
ースとしている。造成レベルの区分けは,	 次のような意味づけを行った。Lv1：従前の
水田の地盤高,	 Lv2：団地内通路・広場などの計画地盤高,	 Lv3：周辺道路と地盤高の高
い住棟廻りの宅盤との移行区間,	 Lv4：計画宅盤高と同等の地盤,	 Lv5：計画宅盤高より
高い地盤,	 である。規模の大きな住宅団地敷地においては,	 敷地境界部分の地盤高との
関係で各造成レベルの意味づけと異なる部分もあるが,	 全体的な傾向としては,	 Lv1〜
2の道路レベルよりLv4の住棟廻りの宅盤の地盤高は高い。Lv3はその比高の移行区間で
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もあるため,	 道路や宅盤レベルと同化していることもある。以下に各団地の概要を述べ
る。	 
	 １）吉川団地：方形のまとまりある敷地であり,	 造園工事区分は全9工区と概ね街区
毎に分割されている。造成の程度団地敷地内においてTP2.7ｍ以下のLv1はほとんど見当
たらない。TP2.8〜3.0ｍのLv2が主な団地内通路の地盤高となっている。住棟は街区の
まとまりごとにTP3.6〜4.1mのLv4に配置されており,	 一定の宅盤造成高が設定された
傾向がある。意図的に築山をしたTP4.2m以上のLv5の範囲はほとんどない。住棟の広場
（造園工事区分-6）には築山があるが,	 全体的なレベルから見てみれば,	 団地内通路と
住棟宅盤地盤高の移行区間の範囲における造成である。	 
	 ２）みさと団地：団地敷地が大きく南北のブロックに分かれ,	 中間に中央ブロックが
ある。造園工事区分は全45工区と細分化されている。先行工区の南ブロックは,	 TP2.0
ｍ以下のLv1エリアがあり（造園工事区分-8の北側）,	 大きく南東の敷地境界に向かっ
て,	 周辺敷地の擦りつけが行われている。中央を雁行する団地内通路はTP2.1〜2.4mの
Lv2上にある。住棟は街区ごとのTP3.0〜3.5のLv4に島状の宅盤が形成されている。一方,	 
北ブロック,	 中央ブロックは団地内通路と住棟宅盤の明確な地盤高の違いはなく,	 南
西方面にTP3.6ｍ以上のLv5の範囲が拡がる傾向がある。こうした地盤高の変化は北ブロ
ックでは雨水排水系統の流下方向がすべて中央の第二大場川方面に向かっていること,	 
そして南ブロックにおいては,	 敷地南側の用水に向かって設定されていることも要因
であると考えられる。	 
	 ３）武里団地：団地敷地境界線は凹凸があるが,	 南北に長いまとまりのある敷地であ
る。造園工事区分は大きくA〜Dまでの4区分であるが,	 各区分内で,	 概ね街区ごとに細
分化されている。TP4.0ｍ以下のLv1が敷地内南側の新方川方面や鉄道敷地側に帯状に拡
がる。団地内通路（造園工事区分-AとDの境界）や公園（造園工事区分-C-2）はTP4.1
〜4.5ｍのLv2にある。住棟は街区のまとまりごとにTP4.6〜4.9mのLv3,	 ならびにTP5.0
〜5.3ｍのLv4に島状に宅盤が形成されており,	 南側に地盤高を下げている傾向がある。
これは,	 雨水排水系統の流下方向が南側の新方川方面に向かって設定されていること
も要因であると考えられる。また,	 TP5.4ｍ以上のLv5の盛土は中心地区（造園工事区分
-C-1,2）や敷地北側（造園工事区分-E-1）に拡がる傾向がある。敷地北側の盛土につい
ては,	 雨水排水系統の流下方向に合わせた地盤高設定が行われたこと,	 そして,	 中心
地区については高層のセンター施設であり,	 低層部分の立体的な回遊性が考慮され16)
部分的に盛土が行われたことが要因であると考えられる。	 
	 ４）草加松原団地：団地敷地境界線は凹凸があるが,	 東西に長いまとまりのある敷地
である。造園工事区分は大きくA〜Dまでの4区分,	 であるが,	 各区分内で,	 概ね街区ご
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とや,	 駅前広場（駅広）,	 公園に細分化されている。Aブロックについては現在の建替
前の住棟をプロットした。従前の水田地盤高に近いTP1.9ｍのLv1が敷地内に散見される
が,	 これらは主に広場内の雨水調整池である。団地内通路,	 幹線道路はTP2.0〜2.1ｍの
Lv2にある。Lv2は北西から南東に向かって伝右川下流方向に帯状に拡がっている。住棟
は街区のまとまりごとにTP2.2〜2.4mのLv3,	 ならびにTP2.5〜2.9ｍのLv4に島状に宅盤
が形成されている。Lv4に立地する住棟はテラス型住棟である。TP3.0ｍ以上のLv5エリ
アは東側のブロック（造園工事区分-A-2-2）において部分的に存在しているが,	 住棟配
置と一致しないため,	 団地建替後の造成工事で生じた地盤高であると考えられる。	 
	 
5.	 5	 土地基盤整備の質に関するレーダーチャート化	 
（1）一次〜二次造成における植栽基盤形成	 
	 宅盤造成後の地盤高にさらに追加された植栽客土等の平均盛土厚と高木の植栽計画
において必要な植穴深さの全高木植栽本数の平均を比較することで植栽の際に要求さ
れる植穴深さと実際の土地基盤の整備行程で形成された盛土厚の関係を検証した（表
-2）。具体的には,	 各団地において造園工事実施設計図面から確認できる高さ3ｍ以上
の高木の種類,	 形状寸法,	 数量を造園工事区分毎にリスト化し,	 形状寸法に対応する
植穴深さを算出した17)。比較される盛土厚については,	 図-4に示される50cm毎の等高線
を「道路・広場」（Lv2と3）と「宅盤・苑地」（Lv4と5）の2種類にグループ化し,	 住
棟建築面積を控除した空地におけるそれぞれの面積と盛土厚から,	 平均盛土厚(cm)を
算出した。その上で,	 「道路・広場」と「宅盤・苑地」の平均盛土高を足した厚みを「植
栽基盤厚」とし,	 「道路・広場」と「宅盤・苑地」エリア毎に概ね対応する造園工事区
分ごとの高木植栽の平均植穴深さを比較した。これにより,	 森林性の造園樹木にとって
適切な基盤がどれほどの深さで確保されているか確認した。尚,この比較において一次
造成,	 二次造成に使用された土質の違いは考慮していない。なぜなら,	 造成の土質に関
係なく,	 高木植栽の植穴には畑土または半黒土の植栽用客土が用いられているからで
ある。むしろ,	 植栽基盤の深さにおいて,	 従前の低湿地・水田の地盤高と同等の表面水
位より植穴底がどの程度高いかが森林性の造園樹木の生長のためには重要である。その
ため,	 Lv1より嵩上げされた地盤をすべて「植栽基盤厚」として比較対象として考える。	 
	 １）吉川団地：全体の高木約28種類,	 約1095本で植栽密度は100㎡あたり「道路・広
場」範囲：0.81本,	 「宅盤・苑地」範囲：0.87本と1本に満たない。平均植穴深さ（A）
と植栽基盤厚（B）,	 そして要求植穴深さに対してLv1との差の比較（C）では,	 「道路・
広場」範囲はA:51cm,	 B:86cm,C:35cmとなる。「宅盤・苑地」範囲はA:50cm,	 B:150cm,	 
C:100cmとなる。	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表-2	 要求植穴深さと造成種別ごとの盛土厚の比較表（吉川団地,	 みさと団地）	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表-2	 要求植穴深さと造成種別ごとの盛土厚の比較表（武里団地,	 草加松原団地）	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２）みさと団地：全体の高木約47種類,	 約5757本で植栽密度は100㎡あたり「道路・広
場」範囲：0.55本,	 「宅盤・苑地」範囲：1.15本と全体的に密度の差がある。平均植穴
深さ（A）と植栽基盤厚（B）,	 そして要求植穴深さに対してLv1との差の比較（C）で
は,	 「道路・広場」範囲はA:54cm,	 B:88cm,	 C:34cmとなる。「宅盤・苑地」範囲はA:49cm,	 
B:157cm,	 C:108cmとなる。	 
	 ３）武里団地：全体の高木約43種類,	 約4169本で植栽密度は100㎡あたり「道路・広
場」範囲：0.93本,	 「宅盤・苑地」範囲：1.13本と全体的に密度の差がある。平均植穴
深さ（A）と植栽基盤厚（B）,	 そして要求植穴深さに対してLv1との差の比較（C）で
は,	 「道路・広場」範囲はA:47cm,	 B:82cm,	 C:35cmとなる。「宅盤・苑地」範囲はA:45cm,	 
B:158cm,	 C:113cmとなる。	 
	 ４）草加松原団地：全体の高木約25種類,	 約4193本で植栽密度は100㎡あたり「道路・
広場」範囲：0.78本,	 「宅盤・苑地」範囲：2.46本と全体的に密度の大きな差がある。
平均植穴深さ（A）と植栽基盤厚（B）,	 そして要求植穴深さに対してLv1との差の比較
（C）では,	 「道路・広場」範囲はA:47cm,	 B:87cm,	 C:40cmとなる。「宅盤・苑地」範
囲はA:47cm,	 B:152cm,	 C:105cmとなる。	 
（2）土地基盤性能レーダーチャート	 
	 これまで検証してきた低湿地の住宅団地の一次造成から二次造成に至る土地基盤整
備の過程を比較し,	 傾向を考察するために,	 以下の3つの指標に基づきレーダーチャー
トを作成した（図-5）。これらは各住宅団地の土地基盤整備と植栽基盤の性能の検証か
ら得られたデータに基づくため,	 「土地基盤性能」として比較,	 評価できるものと考え
た。	 
	 A:盛土容積増加率：従前の土地利用である水田の地盤高と宅盤造成された盛土容積量
を,	 団地敷地面積から変化のないLv.1面積を控除した面積で割戻された数値から変化
割合を求めたもので,	 図-5の計算式から算出される盛土容積の増加率である。	 
	 B:強度地盤率：住棟の基礎工事で１）5層以上の住棟で支持地盤まで到達する杭長を
有する,	 ２）4層の住棟で長さ10ｍ以下の杭長を有する,	 ３）テラス型住棟でベタ基礎
のみ,	 の3種類に分け,	 それぞれの住棟の建ぺいの面積を異なる係数を乗じて得られる
数値の団地敷地面積における割合を示す。大深度の埋没谷上に建設された住棟は,	 沖積
層基底地形との対応方法で住棟の規模と宅盤の強度が峻別されるべきものという意味
で,	 係数は１）×1.0,	 ２）×0.5,	 ３）×0.1を設定した。図-5の計算式から算出され
る。	 
	 C:植栽基盤率：表-2の要求植穴深さと盛土厚の比較で得られた「植栽基盤厚」の平面
的分布の傾向を把握するために,	 「道路・広場」範囲面積に表-2で得られる「宅盤・苑
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地」範囲のLv1と植穴深さの差を1.00とした場合の比率（表-2・D）を乗じた数値と「宅
盤・苑地」範囲面積に1.00を乗じた数値の和の団地敷地面積から住棟建築面積を控除し
た空地における割合である。図-5の計算式から算出される。森林性の造園樹木の植栽基
盤では,	 表-2のDの値はその質の面でも意味があり,	 「植栽基盤厚」との差の数値から
導かれる係数であることから,	 再現性は保たれる。	 
	 武里団地と草加松原団地は5層,	 4層,	 テラス型住棟が混在し,	 建ぺい率以下の「強度
地盤率」を有している一方,	 吉川団地とみさと団地は規模の違いこそあるものの,	 住棟
は全て5層以上の建築で杭長も沖積層基底地形に達し,	 建ぺい率と同等の「強度地盤率」
図-5	 土地基盤性能レーダーチャート	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を有している。前者は,	 事業年度が1960年代前半で,	 設計記録にも試験施工の様子が詳
細に報告されているように地盤改良技術の確立が過渡期であったことが「強度地盤率」
に反映されていると思われる。後者は事業年度が1970年代であるため,	 大量の住宅需要
にあわせた住棟の高層化の要求,	 そして,	 地盤改良技術の確立が要因であると考察さ
れる。	 
	 「盛土容積増加率」の程度は,	 周辺地域との関係から見た地形の特徴と関係している
ものと推察される。吉川団地とみさと団地は28〜48％であり,敷地全体の面的な盛土の
成果である。草加松原団地と武里団地は3〜5％に留まる。住棟立地部分の集約的な盛土
は達成したが,	 敷地全体への面的な盛土造成は行われなかったことが考えられる。	 
	 「植栽基盤率」は武里団地,	 草加松原団地が41〜48％に対して,	 吉川団地,	 みさと団
地は73〜78％と明確な差が認められる。前者は植栽本数や密度は他団地と同程度である
が,	 植栽箇所が地盤高の比較的低い道路沿いに線状に集中していることが考えられる。
また,	 後者は,	 周囲も平坦な水田地帯に建設されたため,	 同時期に面的な土地基盤整
備が行われたことが充実した植栽基盤が形成された要因と考えられる。	 
	 
5.	 6	 まとめ	 
	 吉川団地やみさと団地は,	 これまでの水田地帯という土地利用の文脈からいえば周
辺地域との連担性はほとんどない盛土造成が積極的に行われ,	 森林性の造園樹木を主
な対象とした「造園的植栽基盤」が形成されたことが分かる。草加松原団地や武里団地
と比較しても吉川団地やみさと団地は「盛土容積増加率」と「植栽基盤率」の高さは顕
著である。それは,	 埋没谷上という湛水地帯であり,	 地盤災害のリスクもある低湿地と
いう土地条件に対して,	 住環境として土地を最適化させることを目標に,	 大規模,	 か
つ,	 面的で質の高い土地基盤が整備されることで,	 強度のある地盤が展開するととも
に,	 植栽基盤の容量が結果的に増えたからであると推察される。建設から50〜60年の経
年によって建物の老朽化に伴う建替が進む団地もあるものの,	 地盤の強度や敷地に占
める植栽基盤の充実した土地の規模も踏まえた土地基盤の性能を比較した本論の成果
は,	 低湿地に建設された住宅団地敷地であっても,充実した植物の生育基盤を有する持
続的な住環境であると評価するための基礎的知見になり得るものと考える。	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第 6章	 	 
元低湿地に開発された初期公団住宅の残存樹木の生長と土地基盤の関係	 
	 
6.	 1	 はじめに	 
	 1960〜70 年代にかけて社会資本整備の一環で建設された日本住宅公団（現,	 UR 都市
機構,	 以下 UR,	 または公団）による住宅団地は住宅需要に応える形で全国において約
77 万戸を建設してきおり,	 現在 UR は大量で大規模な住環境ストックを抱えている 1)。
一方で,	 建設後の数十年の経年で建設当時に植栽された樹木は大きく生長し,	 初期住
宅団地の景観を象徴するものとしての存在価値があがっている。こうした背景からも初
期公団住宅が建設された土地は住環境という以上に自然や生態の多面的な機能を有す
る社会資本として評価されうる潜在性は高いものと思われる。	 
	 霜田（2016）2)では,	 1960〜1970 年代の初期公団住宅は比較的地価の安い埼玉県東部
の「元低湿地」である中川低地に敷地面積約 50ha 規模・5000 戸規模の中高層住宅が建
設されたとされる。また,	 それらの住環境の創出のために行われた積極的な盛土造成の
成果として土地基盤は,	 これまでの湿地性の植生ではなく,	 森林性の造園樹木を主な
対象とした植栽基盤が形成されたことを指摘している。霜田ら（2010）3)では東京都内
の元工場跡地の 3ha 規模以上の面的な再開発によって建設された計画人口密度が 1000
人/ha 規模の高層の住宅団地である「面開発市街地住宅」の敷地中央部にまとまって整
備された盛土造成された苑地に積極的に緑地が創出されたことを明らかにしている。い
ずれの研究においても,	 土地基盤の性能を,	 造成による盛土厚と植栽時の樹木の植穴
深さとの比較で,	 その土地基盤の植栽基盤としての性能の評価を試みている。	 
	 本論はこれらの既往研究において扱われた元低湿地という住環境の形成に不利な条
件のもとに大規模に開発された初期公団住宅を対象に,	 建設当時に植栽された樹木の
約 40 年の経年での生長量に注目し,	 住宅建設の際に造成された土地基盤との関係を考
察するものである。以下,	 埼玉県内の主な従前土地利用が水田に新開発された約 50ha
規模の初期公団住宅を「郊外中高層団地」,	 東京都内の再開発で従前土地利用が約 3ha
規模の工場用地であったものを「面開発市街地住宅」として住宅団地の開発手法の違い
も峻別するものとする。面開発市街地住宅では大島4丁目,	 6丁目,	 北砂5丁目団地,	 郊
外中高層団地においては,	 草加松原,	 武里,	 吉川,	 みさと団地の計 7 件の UR 住宅団地
とする。	 
	 
6.	 2	 	 調査方法	 
(1)使用データ	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１）植栽工事実施設計図面 4)	 
	 植栽工事実施設計図面から団地の供用開始初期の植栽樹木の規格と植栽位置につい
て把握した。	 
面開発市街地住宅の実施設計図,	 及び,	 竣工図は UR 都市機構にて保管されているマイ
クロフィルムの複写を使用した。郊外中高層団地の実施設計図面,	 及び,	 竣工図は UR
都市機構にて保管されている PDF データを使用した。	 
２）植物管理台帳と植物管理図面 5)	 
	 平成 25（2013）年時の UR 都市機構が管理する団地における植物管理台帳と植物位置
図から,	 団地建設後約 40 年の経年における植栽樹木の規格と初期から残存する樹木の
数量と位置,	 そして,	 生長量を把握した。	 
3）住宅団地の地形段彩図	 
	 造成地形構成と植栽樹木の位置の関係を把握するため,	 国土地理院・基盤地図情報の
5ｍDEMを 20cm単位の等高線をDXFデータとして抽出し,	 CADソフトウエアVectorWorks
で平面図を作成し,	 上記の実施設計図面と植物管理図面から把握できる調査対象樹木
の位置をプロットした。	 
(2)データの分析フロー	 
	 本研究は以下のフローで行った。	 
1）「盛土容積率」と根系型別の樹木残存率の分析	 
2）根系型別の各団地における樹木生長量の分析	 
3）「造成レベル」別の各団地における樹木生長量の分析	 
4）残存樹木の配置図から見る「造成レベル」と樹木生長率の関係の考察	 
	 なお,	 平均生長量等の統計解析のために,	 「エクセル統計	 for	 Windows」を用いた。
検定数量が 10 以上の場合の平均値の検定では有意水準は 5％としている。	 
(3)分析に用いた用語と指標	 
1)盛土容積率	 
	 団地の土地基盤整備で行われた敷地の全体で行われた盛土造成の度合いを把握する
ために考案した指標である。	 
造成実面積に,	 50cm 単位の等高線で囲まれた範囲の面積を積み上げた盛土容積(m3)か
ら,	 団地敷地面積から建築面積と変化のない初期の地盤高を有する範囲を除いた面積
を割ることで算出される。50cm 単位の等高線で囲まれた範囲とは考案した「造成レベ
ル」の指標とも対応する。100％は敷地範囲の非建ぺい地で宅盤造成の際に概ね 100cm
の盛土造成が施された場所が大部分を占める。200％は敷地範囲の非建ぺい地で宅盤造
成の際に概ね 200cm の盛土造成が施された場所が大部分を占める意味になる。各団地の
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「盛土容積率」を表-1 に示す。	 
2）
表-1	 各団地の「盛土容積率」の算定表（郊外中高層団地）	 
6 章	 	 
元低湿地に開発された初期公団住宅の残存樹木の生長と土地基盤の関係	 
	 
 104 
2)造成レベル	 
	 霜田（2016）2)の 50cm 単位における盛土造成のレベルによる区分けの考え方を用いる。
次のように意味づけされる。Lv1：従前の土地利用の地盤高,	 Lv2：団地内通路・広場な
どの計画地盤高,	 Lv3：周辺道路と地盤高の高い住棟廻りの宅盤との移行区間,	 Lv4：計
画宅盤高と同等の地盤,	 Lv5：計画宅盤高より高い地盤,	 である。	 
	 規模の大きな郊外中高層団地の敷地においては全体的な傾向としては,従前土地利用
が水田であり,	 Lv1 から Lv2 以上への変化が明確になっている（吉川,	 みさと）,	 また
は,	 敷地内に Lv1 を残している場所（武里,	 草加松原）も多い。面開発市街地住宅では,	 
表-1	 各団地の「盛土容積率」の算定表（面開発市街地住宅）	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すでにある程度の土地基盤整備が行われた工場用地に団地が建設されたために,	 Lv1 か
ら Lv2 以上への変化は郊外中高層団地と比較すると緩やかな傾向がある（大島 6 丁目,	 
北砂 5 丁目）。	 
全般的に Lv1〜2 の道路レベルより Lv4 の住棟廻りの宅盤の地盤高は高い。Lv3 はその
比高の移行区間でもあるため,	 道路や宅盤レベルと同化していることもある。図-5〜9
において各団地の状況が図示されている。	 
3）残存樹木	 
	 各団地の実施設計図面で計画された初期樹高 3m以上の高木を対象に,	 平成 25（2013）
年の植物管理台帳ならびに植物管理図面に同一のものと確認される樹木である。これら
は植物管理台帳と実施設計図面をオーバーレイすることで確認される。植物管理台帳に
掲載される各団地で確認できる全高木の本数は,	 大島 4 丁目：約 2,000 本,	 大島 6 丁
目：約 560 本,	 北砂 5 丁目：約 3,100 本,	 みさと（南ブロック）：約 6,300 本,	 吉川：
約 3,600 本,	 草加松原（C ブロック）：4,800 本,	 武里：約 5,800 本である。	 
4）樹木の生長量	 
	 各団地の実施設計図面で計画された植栽リストから確認される樹木の幹周寸法と,	 
平成 25（2013）年の植物管理台帳に記載の幹周寸法の比較で確認できる幹周寸法の差,	 
ならびに,	 生長率を意味する。これにより概ね 40 年間の樹木の生長量が把握できる。
幹周寸法に注目した理由としては,	 樹高や葉張寸法に比較して樹木剪定の影響は少な
い点,	 また,	 造園工事に主に用いられる寸法であり植栽工事積算の際の主要な根拠と
なる寸法であるからである。幹周寸法は根元からの高さ1.2ｍの場所の幹の周長である。
樹木配置図では生長率に応じた大中小の３つの表現区分を行った。幹周寸法の生長率で,	 
小：100〜199％,	 中：200〜299％,	 大：300％以上の区分とした。図-5〜9 において各
団地の状況が図示されている。	 
5）根系型	 
『最新樹木根系図説』6)で示されるように,	 樹木の根系には大きく,	 深根性,	 中間性,	 
浅根性の 3 種類がありそれぞれの樹齢により地下部分への根の伸張のタイプが分かれ
る。本論の調査は,根系の伸張深さは植栽基盤厚と樹木の生長量に関係すると仮定し,	 
調査対象樹木の選択を根系型による分類を基本としている。それは,	 団地建設の際に造
成された盛土厚を植物の植栽基盤の厚みと同等の意味を持つこと,	 そして元低湿地の
土地ということもあり比較的地表面に近い地下水位の影響も受けやすいことを理由と
している。根系型と本研究における対象樹種を以下に示す。浅根型：大部分の根系分布
が表層土壌にある型（調査対象樹種：ケヤキ	 根系最大深さ：1.0ｍ程度（樹齢 40 年程
度））, 中間型：やや深くに及ぶもの（調査対象樹種：クスノキ, アラカシ, アオギリ, ニ
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セアカシア	 根系最大深さ：1.5ｍ程度（樹齢 40 年程度））,	 深根型：根系分布が堅密
で深くにまで分布するもの（調査対象樹種：イチョウ	 根系最大深さ：2.5ｍ程度（樹
齢 40 年程度））という整理になる。	 
6）調査対象樹種の選定	 
	 各団地における諸元,	 根系型による調査対象樹種と残存樹木本数,	 樹木生長量,	 「盛
土容積率」を整理したものが表-2 となる。調査対象樹種は,	 各団地で確認できる深根
性,	 中間性,	 浅根性の樹木からできるかぎり共通の樹種であり残存樹本数が 10 本以上
のものを選択した。浅根性はケヤキ,	 中間性はクスノキ,	 深根性はイチョウを基準木と
している。それぞれの団地で確認できない場合は同根系型で次に数量の多い樹種を選択
した。	 
	 
	 
6.	 3	 「盛土容積率」と根系型別の樹木残存率の分析と考察	 
(1)盛土容積率と樹木残存率の関係	 
	 図-1 に「盛土容積率」と樹木残存率の関係を示した。	 
	 面開発市街地住宅の大島 4 丁目,	 北砂 5 丁目はいずれも「盛土容積率」は 100％を超
えているが樹木残存率は前者が 56％,	 後者が 95％と 2 倍近い違いがある。大島 6 丁目
の「盛土容積率」は 100％を下回り,	 樹木残存率は 35％となっている。郊外中高層団地
の吉川,	 みさと,	 武里,	 草加松原の 4 件の団地ではいずれも「盛土容積率」は 120％を
表-2	 各団地における諸元,	 根系型による調査対象樹種,	 残存樹木本数,	 	 
	 	 	 樹木生長量,	 「盛土容積率」	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超え,	 樹木残存率は 60％以上
となっている。	 
	 以上のように,	 面開発市街
地住宅では,	 「盛土容積率」と
樹木残存率の明確な関係は認
められないことに対して,	 郊
外中高層団地においては「盛土
容積率」が 120％以上の場合,	 
樹木残存率が6割以上になると
いう一定の関係が確認された。	 
	 対象とする面開発市街地住
宅の従前は工場用地であり,	 
団地建設に合わせた盛土造成
が補足的なものであったとい
うことや,	 植栽箇所が中央の
苑地に集中していることを要因として,	 樹木残存率の違いがあるものと推察される。一
方で郊外中高層団地については,	 従前土地利用の水田からの積極的な盛土が行われて
おり,	 面開発市街地住宅と比較して厚い土地基盤が形成されたことが森林性樹木の残
存率を全体的に上げている要因とも考えられる。	 
(2)根系型と樹木残存率の関係	 
	 根系型と樹木残存率の関係について,	 表-2,	 ならびに,	 図-2 で確認した。	 
	 1）浅根性：	 	 
	 樹種は全てケヤキで,	 北砂 5 丁目（100％）,	 吉川（83％）,	 みさと（75％）,	 武里
（69％）,	 草加松原（52％）である。同一の浅根性樹種でも残存率の幅が大きいことが
確認された。	 
	 2）中間性：	 	 
	 大島 4 丁目（クスノキ・56％）,	 大島 6 丁目（クスノキ・45％）,	 北砂 5 丁目（クス
ノキ・86％）,	 吉川（アラカシ・91％）,	 みさと（クスノキ・67％）,	 武里（アオギリ・
72％）,	 草加松原（ニセアカシア・57％）である。クスノキのある団地の比較において
は,	 北砂 5 丁目を除き,	 残存率は 70％を下回る傾向が認められる。	 
	 3）深根性：	 	 
	 樹種は全てイチョウで,	 大島 6 丁目（26％）,	 北砂 5 丁目（100％）,	 吉川（100％）,	 
みさと（95％）,	 武里（40％）,	 草加松原（59％）である。同一の深根性樹種でも残存
図-1	 各団地の「盛土容積率」と樹木残存率	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率の幅が大きいことが確認された。	 
	 以上のように,	 根系型と樹木残存率のみの比較においては明確な相関は確認できな
い結果となった。しかしながら,	 各団地の「盛土容積率」との関係を考慮した場合,	 浅
根性から深根性の根系型の違いに伴う樹木残存率が低下する傾向が確認された。「盛土
容積率」は大島 4 丁目（201％）,	 大島 6 丁目（93％）,	 北砂 5 丁目（113％）,	 吉川（153％）,	 
みさと（171％）,	 武里（128％）,	 草加松原（130％）であるが,	 例えば,	 残存本数 50
本以上の団地の比較において,	 深根性樹種の場合「盛土容積率」が 130％を下回る（武
里,	 みさと）と深根型樹木の残存率が 60％を下回る傾向が認められる。浅根性の場合
は根系の伸張深さが1ｍ未満に限られるため地下水位の影響を受けにくいため,	 比較的
多様な条件のもとでの樹木の生長が可能になることが考えられる。一方,	 深根性の場合
は,	 根系の伸張範囲が,	 2.5ｍ以上に達するため地下水位の影響を受けやすい。そのた
め,	 「盛土容積率」が樹木生長のための主要な要因となるものと推察される。	 
	 
6.	 4	 根系型別の各団地における樹木生長量の分析と考察	 
	 	 根系型別と樹木生長率の関係を表-2 と図-3 において確認した。。	 
	 面開発市街地住宅 3 件の比較では浅根性から深根性の全ての根系型で生長量は 0.29
〜0.70ｍ,	 生長率は平均で 158〜236％の生長に留まるため,	 根系型による明確な生長
図-2	 各団地の根系型と樹木残存率の関係	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量の差異は認められない。	 
これに対して,	 郊外中高層団地では4団地ともに浅根性が0.94〜1.53m,	 中間性が0.57
〜0.61m,	 深根性が 0.44〜0.63m の生長であり,	 樹木の生長については浅根性が他の根
系型と比較して0.50〜0.90m程度大きい。生長率は浅根性が340〜1112％,	 中間性が182
〜649％,	 深根性が 235〜505％と面開発市街地住宅と比較して 2倍近い生長量と生長率
が確認された。	 
	 以上,	 根系型と樹木生長量との関係が面開発市街地住宅と郊外中高層団地の比較で
明らかとなった。これは,	 浅根性の樹木の方が地下水位の影響を受けにくいことが主要
な要因として考えられる。そして,	 開発市街地住宅とは異なり郊外中高層団地の場合は
植栽の配置が全体的に分散する傾向があり,	 日照条件の高層住棟により影響が受けに
くい,	 またはその影響が分散化される傾向があることなどが理由として考察される。	 
	 
図-3	 各団地の根系型と樹木成長率の比較	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6.	 5	 「造成レベル」別の各団地における樹木生長量の分析と考察	 
(1)造成レベル別の樹木の生長量の関係（表-3 と図-4）	 
	 面開発市街地住宅3件の比較において概ね,	 幹周寸法の平均生長量が0.42〜0.78mと
なっている。初期幹周寸法から生長幹周寸法への平均生長率は 162〜273％である。北
砂 5 丁目では 1〜5 まで全ての造成レベルに調査対象樹木が存在するものの,	 概ね生長
率は220〜270％であり造成レベルの違いと樹木の生長量の明確な相関は認められない。	 
	 郊外中高層団地 4 件の比較において,	 吉川団地と武里団地のグループ（平均生長量
0.84〜1.74m,	 平均生長率 651〜1260％）とみさと団地と草加松原団地のグループ（平
均生長量 0.51〜0.86m,	 平均生長率 293〜525％）で生長量の違いが認められる。武里団
地は造成レベル 1〜5 まで全てのレベルで調査対象樹木が存在し,	 造成レベルが高くな
るほど樹木の生長量は向上する傾向がある。その傾向は吉川団地とみさと団地でも確認
される。	 
	 初期幹周寸法の平均が概ね 0.50ｍ内外であり調査対象樹種が浅根性：ケヤキ,	 中間
性：クスノキ,	 深根性：イチョウと同じ構成である北砂 5 丁目団地とみさと団地の比較
では,	 前者は造成レベルが上がる程,	 平均生長率が 200〜244％に推移し,	 後者は造成
レベルが上がる程,	 平均生長率は 293〜329％へ推移する。ほぼ同条件においても,	 み
さと団地の方が樹木の生長量は大きい。	 
	 (2)初期幹周寸法と生長量の違い	 
	 事業年度が 1970-1974 年のみさと団地を除き,	 草加松原（1961-1963 年）,	 武里（1965
年）,	 吉川（1970-1971）における調査対象樹木の初期幹周寸法の平均は 0.15〜0.19ｍ
であり,	 樹高は 1.5〜3.0ｍクラスの若木が採用されたのに対して,	 面開発市街地住宅
（事業年度：1967〜1972）では全般に初期幹周寸法の平均は 0.45〜0.72,	 樹高は 4.0
〜6.0ｍクラスの成木が採用されているという違いがある。	 
	 要因としては郊外の大規模団地では特に初期段階で「樹林地」のような緑地の創出の
計画意図はほとんどなかったことが上げられる。むしろ,	 水田であった場所を造成し,	 
大量の住宅需要に応える住環境の創出に重きが置かれたといえるであろう。一方,	 面開
発市街地住宅においては,	 霜田ら（2010）3)で指摘されるように,	 住棟間に挟まれる,	 芝
生地,	 樹林地を含む「集約化された苑地」は,当該地区の災害避難場所として,	 あるい
は,	 周辺市街地にはないまとまった大面積の緑地を提供する意味で計画された。そのた
め,	 初期設定として規格の大きな成木の植栽工事に投資された結果でもあるいえる。ま
た,	 それに追随するような高木の移植技術の発展があり,	 特に本論で扱うような森林
性の造園樹木の市場	 初期の樹木規格に関わらず,	 全体として概ね 6 割以上の残存し
た樹木の多くが幹周寸法 1.0ｍ（胸高直径 30cm 程度）を超える程度に生長している。
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初期に若木として植栽された高木は移植先の環境に適応しやすく,	 深根型の樹木であ
っても十分な盛土が施された団地では樹木の健全な生長が確認された。一方で,	 草加松
原団地においては,	 本論で調査できた範囲は一部の C ブロックであったが敷地中央の
谷地上の造成レベルの低い土地に植栽が集中する。結果的に,	 平均幹周寸法が 0.66〜
0.84ｍと低い程度に留まり,	 土地基盤に森林性の植生が適応できていない傾向を示す
ものであった。	 
表-3	 各団地における「造成レベル」別の残存樹木生長量と生長率	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6.	 6	 残存樹木の配置図から見る「造成レベル」と樹木生長率の関係	 
	 図-6〜10 は各団地の地形段彩図に本調査で確認された残存樹木の位置がプロットさ
れた平面図である。円形シンボルの大きさは生長率の大きさを示している。	 
1)面開発市街地住宅の特徴	 
	 大島4丁目,	 大島6丁目,	 北砂5丁目のいずれも住棟間のオープンスペースに植栽範
囲が集中する。大島 4 丁目と北砂 5 丁目は敷地境界付近にも分散する。北砂 5 丁目は全
ての根系型の樹種が確認され,	 かつ,	 敷地内を南北方向に貫くオープンスペースに帯
状に高密度で残存樹木が確認される。特に,	 中央の造成レベルが 4〜5 の宅盤レベルよ
りも高い築山に生長率が中〜大程度の残存樹木が集中する。また,	 団地敷地周辺の地形
との比較では,	 各団地敷地が小名木川や竪川沿いの造成レベル 2 以上の微高地と連続
し,	 団地敷地の範囲ではさらに造成レベルが高い傾向が確認される。これは,	 この地域
の工場用地としてすでに土地基盤整備が進んだ状態を基礎として団地建設の際に補強
図-4	 各団地の「造成レベル」別の樹木成長率の比較	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的に盛土造成が行われた結果でもある。	 
2)郊外中高層団地	 
	 吉川,	 みさと（南ブロック）,	 草加松原（C ブロック）はいずれも団地敷地内のオー
プンスペースに残存樹木配置が分散している。また,	 全ての根系型の樹種が全般的に混
在する状況が確認できる。残存樹木が植栽された地形の特徴は,	 吉川は造成レベルが全
般的に3もしくは4,	 みさとは造成レベルが2〜4に段階的に移行する中に植栽され,	 草
加松原は造成レベル 2 の宅盤レベルより低い地盤に植栽されたことが確認できる。武里
においては,	 南北方向の団地内幹線道路沿いの並木や,	 団地内の公園や歩行者専用路
沿いに残存樹木が集中する。造成レベル 1〜3 の場所に集中することも確認できる。い
ずれの樹木生長率は中〜大程度の傾向を示している。	 
	 また,	 団地敷地周辺の地形との関係では,	 吉川とみさとが周囲の従前の地盤レベル
に対して造成レベル 2 以上の盛土が行われていることが明らかである。武里は敷地南側
が周囲の低い地盤を内包し,	 住棟の周囲を中心とした造成レベル 3 の盛土,	 造成レベ
ル 4 以上は中央ブロックの限定的な範囲に留まる。草加松原は敷地全体が周囲と比較し
て低い地盤高に留まっている。	 
	 
6.	 7	 まとめ	 
(1)総合考察	 
	 初期の樹木規格が同程度であり調査対象樹種共通である北砂 5 丁目団地とみさと団
地を比較することで立地条件と土地基盤整備の程度の違いと樹木の生長量の関係が明
確になるため、造成レベルと根系型別樹木生長量をクロス集計した（図-5）。初期の幹
周寸法は,	 北砂 5丁目団地でケヤキ 0.54ｍ,	 クスノキ 0.46ｍ,	 イチョウ 0.51ｍ,	 みさ
と団地でケヤキ 0.47ｍ,	 クスノキ 0.75ｍ,	 イチョウ 0.35ｍである。平均生長量は、北
砂 5丁目団地でケヤキ 0.70ｍ,	 クスノキ 0.47ｍ,	 イチョウ 0.29ｍ,	 みさと団地でケヤ
キ 0.94ｍ,	 クスノキ、0.61ｍ,	 イチョウ 0.63ｍとなっている。植栽箇所の特徴は北砂
5丁目団地では,	 植栽箇所が敷地中央の苑地に集中し,	 みさと団地においては,	 団地内
通路沿いやオープンスペースに分散する傾向がある。造成レベルの観点からは前者が中
央の造成レベル 3〜5 の中央苑地から敷地南側境界に向かって造成レベル 1 に下がって
いくオープンスペースに連続して植栽されているのに対し,	 後者はほとんどの調査対
象樹木は造成レベル 2〜4 に集中する。北砂 5 丁目団地の造成レベル 1〜5,	 比高 2.0ｍ
の高低差がある環境とみさと団地の比較的均質な造成地盤にあるという植栽条件の差
が樹木生長量に影響していることを示唆する結果となった。	 
	 面開発市街地住宅が造成レベルに関わらず郊外中高層団地と比較して生長量が低い
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のは,	 従前土地利用からの造成盛土量の違いが影響している可能性がある。草加松原団
地においては面開発市街地住宅と同様に「盛土容積率」は低い程度に留まる。造成レベ
ルが高くなることに応じて,	 生長量の増加するのは地下水位との影響を受けにくいこ
と,	 そして,	 森林性の造園樹木にとっては生長条件として適した状態になっているこ
とが考えられる。	 
	 
	 
	 	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
図-5	 北砂 5 丁目団地とみさと団地の造成レベル・根系型別樹木生長量の比較	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図-6	 面開発市街地住宅の調査対象残存樹木プロット図	 
（大島 4 丁目、大島 6 丁目、北砂 5 丁目団地）	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図-7	 郊外中高層団地の調査対象残存樹木プロット図（吉川団地）	 
図-8	 郊外中高層団地の調査対象残存樹木プロット図（みさと団地南ブロック）	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図-9	 郊外中高層団地の調査対象残存樹木プロット図（武里団地）	 
図-10	 郊外中高層団地の調査対象残存樹木プロット図（草加松原団地 C ブロック）	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 吉川団地と武里団地は平均樹木成長率が概ね 700〜900％であり,	 他の団地における
生長率 170〜530％と比較しても特徴がある。いずれの団地も約 40 年の経年で 170％以
上の樹木の生長が確認された。そのことは,	 元低湿地の住宅団地の土地が森林性の造園
樹木にとっての良好な状態の植栽基盤を有しており,	 それらが持続的な住環境を担保
する土地基盤であり続けていることの証左とも思われる。これは,	 従前の土地利用が水
田であり,	 ケヤキを主体とした植栽工事が行われたことが大きな要因として考えられ
る。同じ森林性とはいえ,	 根系型による樹木の生長程度は異なり,	 日照条件や地下水位,	 
利用頻度などの立地条件も影響は小さくはない。しかしながら,	 戸建住宅地と比較すれ
ば,	 面的で大規模な土地基盤が形成された住宅団地はまとまったオープンスペースが
確保されており,	 樹木の生育環境としての質と量は担保されていることが確認できた。
郊外中高層団地において「盛土容積率」が 150％を超える団地の樹木生長比率と残存率
は有意に高い傾向がある。従前の土地利用が水田地帯であり,	 低湿地上の新開発という
条件のもとで行われた大規模で面的な造成を可能にしたことの成果ともいえる。	 
	 面開発市街地住宅においては大島 4 丁目を除き,	 「盛土容積率」が 100％内外に留ま
り,	 面的かつ大規模な宅盤造成の程度は郊外中高層団地と比較しても低い程度に留ま
る。これは,	 すでに従前の土地利用が工場用地として利用されており,	 ある程度の造成
が行われた上の補強的な造成であることが要因として推察される。中央に集約された苑
地に集中している北砂 5 丁目の場合は樹木の残存率,	 成長率ともに高い水準である。一
方で,	 大島 6 丁目の場合は植栽範囲が分散化しており,	 残存率,	 成長率ともに 50％を
下回る低い水準になっている。これは,	 特に深根性樹木のイチョウは地下水位の影響を
大きく受けているとも要因として上げられる。計画時に記録されたボーリング調査図に
よれば 7),	 大島 4 丁目と大島 6 丁目ともに,	 工場用地の地表面から地下 1.0ｍ内外に地
下水位レベルが認められる。宅盤造成では全体としては 1.0ｍ内外の盛土造成が行われ
たものの,	 部分的にはそれ以下の程度に留まっている。	 
(2)まとめ	 
	 本研究では次の点が明らかになった。	 
１）個別の開発で形成された細分化した地盤とは異なり,	 元低湿地上における団地建設
のために造成された大規模で面的な土地基盤は程度の差こそあるものの多くの樹木の
生長のための植栽基盤ともなっていること。特に浅根性で陽樹であるケヤキについて立
地条件や盛土の程度に関わらず良好な生長が確認された。	 
２）従前土地利用が水田であり,	 面的な大規模な盛土造成が施された郊外中高層団地は,	 
工場用地であり,	 部分的,	 かつ,	 集約的な盛土造成が施された面開発市街地住宅と比
べても調査対象樹木の高い生長量が確認された。	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３）一方で,	 面開発市街地のような従前の土地利用で既に土地基盤が形成され,	 団地建
設の際に補足的な盛土造成で盛土の程度が一部に留まった団地や郊外中高層団地で従
前の地盤高とそれほど変わらない地盤高を内包する団地においては,	 初期に植栽され
た森林性樹木の植栽基盤の性能としては不足することもあることである。	 
	 以上の結果が示唆することは,	 植栽の配置計画はその後の樹木の生長を左右する大
きな要因になることであり,	 地下水位の高さが森林性樹木の生長に影響することから,	 
造園設計において造成レベルに応じた根系型による植栽樹種の検討を必要とすること
である。また,	 ランドスケーププランニング的観点からはこれら元低湿地の初期公団住
宅の土地基盤は大規模緑地を育む植栽基盤として評価され,	 建設後約 40 年の経年で生
長した緑地は団地内のみならず,	 周辺地域へも連続する社会資本,	 環境資源として再
定義し得る可能性があるものと考えられる。	 
	 本研究においては,	 土地基盤の造成レベルの程度と主要な残存樹木の生長量の関係
を考察するものであったが,	 より客観的な結論を導くためには、研究方法について以下
の課題があげられる。（１）高層住棟の面開発市街地住宅と中高層の郊外の団地におい
ては日照条件の違いがあり,	 植栽箇所においては今回調査対象としているケヤキなど
の陽樹においては生長量が抑制されること。（２）臨海部に近い面開発市街地住宅にお
いては地下水に塩分があることで耐潮性の低い樹木の生長が抑制されること。（３）面
開発市街地住宅のほとんどが工場跡地に立地するために元の土地基盤の土壌硬度が高
く樹木の生長量が全体的に低下すること。（４）近年の管理における外来種対策として
ニセアカシアが大量に伐採されること。など、住宅団地の立地による環境要因の詳細の
把握と分析をすることでより客観的な結論と考察ができるものと考えられる。	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第 7章	 結論	 
 
7.	 1	 各章の要約	 	 
	 本編は全 7 章で構成されている。序論,	 第 2 章では,	 埋没谷という大深度の地形を抱
える元低湿地上の初期公団住宅の土地基盤の形成過程と今日的な存在効用をランドス
ケープ・プランニングの見地から考察し, 今後の初期公団住宅の社会資本, 環境資源と
しての価値を再定義するための視座を提供する目的に対して,	 （1）大規模住宅団地の
立地環境である低湿地とその大深度の地形である埋没谷の存在と課題,	 （2）住宅団地
の屋外空間の計画理論と初期公団住宅のストック再生・活用の方針と課題の整理から本
研究の全体の背景と位置づけを行った。	 
	 第 3 章では,	 元低湿地の住宅団地の広域的な立地環境の視点から,	 東京都内の主な
面開発市街地が立地する江東デルタ地帯における人工運河の水系を軸とした都市環境
の構造を水系の改変に伴う土地基盤整備,	 及び,	 それと相互作用で成立してきた人工
地形改変の変遷と都市開発パターンの関係性を検証した。結果として,	 以下の点が明ら
かになった。	 
（1)明治中期〜大正末期	 
	 運河沿いの大工場では,	 周囲の水田の掘削土を中心に土地基盤整備のための盛土に
用いたため,	 微高地が形成されはじめた。不足分は運河の浚渫土や都心からの塵芥を利
用していたと推測されるが確証はない。その後,	 工場敷地内も設備拡張にともなう再盛
土や,	 陸運を利用するための路盤整備を行っていったため,	 この時期に形成された土
地基盤は長期間で比較的安定した地盤が形成された。	 
（2）昭和初期	 
	 荒川放水路開削後の新規造成地の増加に伴う微高地の範囲が拡大した。しかし,	 荒川
放水路開削以前に立地した工場用地より,	 その後の宅地開発地範囲での地盤沈下量が
大きい。それは,	 荒川放水路開削後の都市化がそれ以前に比べて急速であったため,	 土
地基盤整備の質の差異が影響している可能性が高い。	 
（3)昭和 30 年代以降	 
	 「人工堤防」と「陥没地」というような地表面の人工的な形状が顕在化した。それは,	 
地盤沈下が「人工堤防」構造を維持しながら面的な沈下を起こし,	 沈下の程度は運河間
内側地域で大きく進行した。	 
	 第 4 章は,	 面開発市街地住宅の建設に行われた土地利用条件の改善を目的とされた
土地基盤整備の検証を通じ,	 工場跡地の一括転用後の土地利用の組成の一部を形成す
る面開発市街地住宅の住宅地としての土地利用条件の改善手法を検証した。調査対象団
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地は,	 大島 4 丁目,	 大島 6 丁目,	 北砂 5 丁目団地の 3 件である。いずれも,	 敷地中央に
集約された苑地が確認できる。工場用地の用途変換以降に行われた造成行為を粗造成と
仕上げの表土改変行程について設計時の実施設計図面をもとに詳細に検証した。そして,	 
面開発市街地住宅に関わる当時の計画理論と実態の照合を造成盛土厚と植栽基盤厚の
比較において検討した。結果として,	 以下の点が明らかになった。	 
(1)大島 4 丁目団地	 
	 引渡し時の地盤は 3 物件の中では最も起伏があり,	 宅盤造成,	 及び造園的造成にお
ける地盤の変化率も大きい。オープンスペースの計画においても利用頻度の低い運河沿
いの場所に十分な厚みを有する植栽基盤が設定されており,	 それらが積極的な地形改
変を通じて行われた。	 
(2)大島 6 丁目団地	 
	 南北軸のうち,	 ほぼ均等な造成盛土が行われた。規格の大きな高木植栽において景観
の軸を形成する意図があったものの,	 植栽基盤の厚みは不十分である。「盛土容積率」
も他物件に対して低い水準であるため,	 持続的な植物の生育環境が形成するためには,	 
基盤の嵩上げが必要とされる。	 
(3)北砂 5 丁目団地	 
	 3 物件の中では最も苑地の規模,	 計画造成盛土の程度が大きい。「盛土容積率」も最
も大きいため,	 面的に十分な植栽基盤が形成されている。高木樹種構成も比較的多様で
あり,	 周辺市街地に不足していた緑地の供給という面において十分に機能しており,	 
面開発のスケールメリットが植栽基盤レベルまでいかされた団地として高く評価でき
る。ただし,	 南側ブロックのみに苑地は集約されており,	 運河沿いの北側ブロックはほ
とんど造成の履歴が確認できない。	 
	 第5章は,	 郊外中高層団地の土地基盤整備の実態の把握と, 森林性の造園樹木を主な
対象とした植栽基盤としての有用性の評価を行った。調査対象団地は,	 草加松原,	 武里,	 
吉川,	 みさと団地の 4 件である。いずれも,	 従前土地利用が水田地帯であり,	 大深度の
地形として埋没谷上付近に立地する。具体的には,	 埋没谷上という湛水地帯であり,	 地
盤災害のリスクもある元低湿地という土地条件に対して,	 住環境として土地を最適化
させることを目標に大規模かつ面的で質の高い土地基盤が整備された実態を詳細に検
証した。そして,	 形成された土地基盤の性能と植栽樹木の関係を,	 植穴深さと盛土厚の
比較や住棟タイプ別の地業工事の程度を指標として作成される「土地基盤性能レーダー
チャート」を元にその性能の比較検討を行った。結果として,	 以下の点が明らかになっ
た。	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(1)造成凸型の開発地である吉川,	 みさと団地の方が造成凹地型の開発地である草加松
原,	 武里団地よりも土地基盤性能の評価としては高い。	 
(2)特に造成凸地型開発地では,	 これまでの水田地帯という土地利用の文脈からいえば
周辺地域との連担性はほとんどない盛土造成が積極的に行われ,	 森林性の造園樹木を
主な対象とした「造園的植栽基盤」が形成された。	 
(3)全般的には地盤災害のリスクもある低湿地という土地条件に対して,	 住環境として
土地を最適化させることを目標に,	 大規模,	 かつ,	 面的で質の高い土地基盤が整備さ
れたことで,	 強度のある地盤が展開するとともに,	 植栽基盤の容量が結果的に増えた。	 
	 第 6 章は,	 元低湿地という住環境の形成に不利な条件のもとに大規模に開発された
初期公団住宅を対象に,	 建設当時に植栽された樹木の約 40 年の経年での生長量に注目
し,	 住宅建設の際に造成された土地基盤整備との関係を考察した。具体的には,	 4 章と
5章で扱った従前の土地利用の異なる面開発市街地住宅と郊外中高層団地を対象に,	 初
期植栽樹木の中から残存樹木を樹木の根系型ごとに抽出した上で,	 生長量の比較とそ
の量の差が生まれる要因を土地基盤整備の形態と造成盛土厚の視点から比較検討した。
結果として,	 以下の点が明らかになった。 
(1)個別の開発で形成された細分化した地盤とは異なり,	 元低湿地上における団地建設
のために造成された大規模で面的な土地基盤は程度の差こそあるものの多くの樹木の
生長のための植栽基盤ともなっていること。特に浅根性で陽樹であるケヤキについて立
地条件や盛土の程度に関わらず良好な生長が確認された。	 
(2)従前土地利用が水田であり,	 面的な大規模な盛土造成が施された郊外中高層団地は,	 
工場用地であり,	 部分的,	 かつ,	 集約的な盛土造成が施された面開発市街地住宅と比
べても調査対象樹木の高い生長量が確認された。	 
(3)一方で,	 面開発市街地住宅のような従前の土地利用で既に土地基盤が形成され,	 団
地建設の際に補足的な盛土造成で盛土の程度が一部に留まった団地や郊外中高層団地
で従前の地盤高とそれほど変わらない地盤高を内包する団地においては,	 初期に植栽
された森林性樹木の植栽基盤の性能としては不足することもあることである。	 
	 以上,	 本研究において検討された内容を図-1 に示す。	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図-1	 本研究のダイアグラム	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7.	 2	 総合考察と今後の課題	 
–	 潜在的グリーンインフラとしての元低湿地の初期公団住宅とその土地基盤	 –	 	 
	 
	 本研究で明らかになった元低湿地に開発された UR 住宅団地の土地基盤形成の変遷と
これまで不可視であった土地基盤と大深度地形である埋没谷という自然環境との垂直
的関係と関係するランドスケープ計画理論との照合から,	 総合考察するとともに今後
の課題について述べる。	 
	 
(1)低湿地開発の土地利用と人工地形改変の変遷	 
1)江東デルタ地帯における「低地の梁」	 
荒川と隅田川に挟まれた江東デルタ地帯では,	 明治時代中期以降の工業化によって,	 
面的に地盤沈下が進行した。比較的開発時期の早い運河沿いの大工場の敷地においては
長期にわたり土地基盤整備が行われたため,	 結果として,	 運河沿い一帯の地盤高は高
い。昭和初期以降の複数の運河間の市街地においては地盤沈下の程度が大きく,	 地盤高
も低く陥没地のようになっている。この運河沿いに連続する微高地と陥没地を,	 人工的
な地表面の形状改変の結果,	 潜在しているミクロスケールの土地の条件の違いが表出
した都市地盤の凹凸面としている。特に運河沿いの微高地は水系やその周辺の面開発に
よるオープンスペースの連続性を軸とした都市環境形成の構造的な骨格になるものと
して第 3 章では評価された（図-2）。	 
江東デルタ地帯ではその地盤と都市形成のせめぎ合いの痕跡が「人工堤防＝低地の梁」
として現在でも地表面の人工的な形状というかたちで残っている。「低地の梁」構造が
明確に確認できる区域は,	 江東デルタ地帯の中でも横十間川以東の竪川,	 小名木川,	 
仙台堀川に囲まれた場所である。昭和 40 年代以降,	 これらの運河沿いから大規模工場
が撤退し,	 新たに市街地型の集合住宅地が建設された。大規模な工場跡地がほとんど細
分化されずに,	 再開発が進んだため,	 ブロック単位での面開発が多い。これらの面開発
による集合住宅地が面開発市街地住宅である。第 3章の研究対象地である大島 4丁目,	 6
丁目,	 北砂 5 丁目団地はいずれもこの地域の有数の規模を持つ面開発市街地住宅であ
る。	 
	 面開発対象地区は舟運を利用していた工場跡地が殆どであるため,	 必然的に河川に
近接する場所に位置する。また,	 概ね３ha 以上の大規模の土地を全面買収されたため,	 
敷地のスケールメリットを生かした住棟や外部空間の配置計画が課題となった。	 
	 面開発市街地住宅地の建設で創出された盛土によるまとまりのある苑地はこの「低地
の梁」を補強する。これらは,	 面開発された敷地形状をなぞる形で襞状に展開している。
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各面開発地区において行われた土地基盤整備の地盤の積み上げがこうした襞を形成し,	 
「低地の梁」に多様性を与えている。	 
2)現代「沼城」としての郊外中高層団地	 
一方,	 第 5 章では郊外中高層団地では,それら 50ha 規模の土地の形状が周辺の地形,	 
河川・用水,	 土地利用との比較から土地基盤整備の過程で造成された人工地形の特徴が
把握できた。	 
	 1960年代に建設された武里団地や草加松原団地は周辺地形との比較において,凹型の
地形であり,1970年代に建設された吉川団地とみさと団地は凸型の地形であることが認
められる。地盤改良技術や高層建築の地業工事技術の向上が,	 造成タイプの違いの要因
になっているとも推察される。	 
図-2	 江東デルタ地帯の主な面開発市街地の立地と周辺地形図	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吉川団地やみさと団地は開発時期や水田地帯であったという立地条件が近い。みさと
団地では現在は周辺に水田と戸建住宅地が混在するエリアが広がっているが,	 それら
と比較しても,	 1970年代の開発以降,団地敷地のまとまった範囲で周囲から1.0ｍ以上
高い凸型の地盤が形成された。さながら広域スケールで眺めたところの現代的な「沼城」
ともいえる景観を有している。図-3は以上の低湿地開発における土地利用と土地基盤整
備の変遷をまとめたものになる。	 
	 (2)低湿地における住宅団地の土地基盤整備	 	 
	 1)面開発に期待された防災機能と緑地の造成	 
	 工場跡地から面開発市街地住宅への変遷の際に概ね 1m を超えない範囲での盛土造成
が行われた。断面的には,	 工場建設の際の土地基盤整備の程度と比較すれば少ない範囲
図-3	 低湿地開発の土地基盤形成過程と人工地形改変の変遷	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に留まっているが,	 面的な形状は維持されつつ平坦な地盤が形成された。ただし,	 宅盤
計画高はほとんどが東京湾平均海面潮位（以下,	 TP）以下に設定されている。住棟にお
ける 1 階部は天井高が 4〜4.5m のピロティ構造であり,	 2 階以上の居室のフロアレベル
が TP 以上の設定となっている。	 	 
『江東の昭和史』5)では昭和 41 年に外郭堤防が完成し,	 また,	 公共下水道の普及率も
60％を超えた以後には,	 外水及び内水害被害は激減し,	 江東デルタ地帯を外郭堤防で
囲み,	 これに運河利用を考慮した水門や内水排水のための排水機場の建設計画が進め
られた,	 とされている。江東デルタ地帯では昭和 40 年代においては,	 外水及び内水の
被害が減少し,屋外空間の造成盛土による水害対策が喫緊の課題ではなくなっていた。	 
むしろ,	 周辺市街地に不足する緑地や火災の際の避難地としての団地内オープンス
ペースの役割が重視されたといえる。大島 4 丁目,	 6 丁目,	 北砂 5 丁目団地のいずれも
敷地内オープンスペースの中核となる面的に集約された苑地には,	 積極的な築山状の
造成が認められる。これら苑地の盛土は地下水位の高さを理由とした植栽基盤形成のた
めの盛土であったと考えられる。	 
2）埋没谷に呼応する郊外中高層団地の土地基盤整備	 
	 郊外中高層団地において5層以上の住棟建設のために30～50ｍ地下の支持地盤（＝沖
積層基底地形）に達する杭工事が施されている。また,	 低地特有の水害を意識した宅盤
高の設定ともなっていることが,	 計画・設計記録からも確認することができる。これら
の団地では既成市街地の面開発市街地住宅のオープンスペースに求められるような,	 
苑地の集約性や積極的な築山造成はほとんど確認できない。大量の住棟建設に間に合わ
せるような住棟単位における宅盤造成が主要な造成の一義的動機となっている。その上
で,	 非意図的にではあるが,	 森林性の造園樹木植栽の植栽基盤が形成されてきた。	 
	 
(3)非意図的な住宅団地環境の存在効用	 
1）面開発市街地住宅	 
各団地における土地改変の程度の差はあるものの,	 面開発市街地住宅の苑地の示さ
れる断面構成や第 4 章で提案された「盛土容積率」から読み取れる植栽基盤の容積は運
河沿いの微高地の組成の一部になっていることが読み取れる。また,	 その広がりも面的
な再開発によって街区単位による変容をし,	 これらの凸地が襞状の「高規格堤防」とな
り地区全体の人工地形に多様性を与えているものである。地盤沈下等の人工地形改変に
より地盤が面的に低下し,	 災害の危険がある地域であっても,	 面的再開発が連続すれ
ば,	 各開発地区の盛土行為が地域の都市環境の改善に貢献できる可能性は高いと考え
られる。	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2）郊外中高層団地	 
	 吉川団地やみさと団地は,	 これまでの水田地帯という土地利用の文脈からいえば周
辺地域との連担性はほとんどない盛土造成が積極的に行われ,	 森林性の造園樹木を主
な対象とした植栽基盤が形成されたことが分かる。埋没谷上という湛水地帯であり,	 地
盤災害のリスクもある低湿地という土地条件に対して,	 住環境として土地を最適化さ
せることを目標に,	 大規模,	 かつ,	 面的で質の高い土地基盤が整備された。結果,これ
らの住宅団地は後年に開発された周囲の戸建住宅地の多い細分化された土地利用に対
して,「二次的自然環境」としての存在効用が将来的にも高まっていくものと考えられ
る。	 
3)	 樹木の生長量と植栽基盤としての価値	 
	 第 6 章では個別の開発で形成された細分化した地盤とは異なり,	 元低湿地上におけ
る団地建設のための大規模で面的な造成地盤では,	 程度の差こそあるものの多くの樹
木の生長のための植栽基盤ともなっていることである。特に浅根性で陽樹であるケヤキ
について立地条件や盛土の程度に関わらず良好な生長が確認された。また,	 従前土地利
用が水田であり,	 面的な大規模な盛土造成が施された郊外中高層団地は,	 工場用地で
あり,	 部分的,	 かつ,	 集約的な盛土造成が施された面開発市街地住宅と比べても残存
樹木の高い生長量が確認された。このことからも,	 元低湿地の面的に開発された住宅団
地の土地基盤は植栽基盤としての意味とその価値も確認された。	 
4)団地の計画理論の実践と意図的な住環境創出,	 そして潜在的グリーンインフラとし
ての再定義へ	 
	 第 2 章でも検討されたように,	 既成市街地の中に建設される面開発市街地住宅の集
約化と大規模化する屋外空間の設計は当時の先駆的な事業であった。そのため,いくつ
かの計画・設計手法の検討がなされたが,	 その中でも団地内オープンスペースに着目し
た報告書である『高層高密度団地における戸外空間設計資料』6)	 では郊外型の団地造園
的な手法では面開発市街地住宅で求められるような空間性能には満足されない,	 とい
う課題を立脚点として,	 オープンスペースの集約化と大規模化及び空間機能の複合度
の特徴について,	 実際に建設された団地物件で検証を行っている。	 
	 1960 年代までの「新開発」された住宅団地は周辺地域の連担性は意図しなくとも成
立できた。しかしながら,1970 年代以降の既成市街地の「再開発」である面開発市街地
住宅の場合は,	 災害避難拠点やレクリエーション利用などの周辺地域からの空間需要
を受け止め,	 連続する環境の連続性と住環境としての機能の複合性が検討された。	 
	 結果として,	 面開発市街地住宅内の住棟間に挟まれる,	 芝生地,	 樹林地を含む「集約
化された苑地」は,当該地区の災害避難場所として,	 あるいは,	 周辺市街地にはないま
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とまった大面積の緑地を提供する意味で計画された。当時の計画理論からも苑地はこの
ような複合的な機能を有することが期待され,	 敷地内オープンスペースの中核となる
ように意図的に集約化,	 大規模化したことがわかる。	 
こうした意図的に形成された大規模な住環境とその土地基盤は「元低湿地」の軟弱地盤
上であることや地盤沈下が進行した「工場跡地」という土地利用条件の反動が大きな動
機となり形成されてきた。その多くは水系や埋没谷という無視し得ない自然環境構造と
の関係性のなかで拡張してきたといえる。かつては,	 都市の巨大な遊水機能を持った水
田や低湿地上に工場が形成され,	 その上に住宅団地が建設される。その土地基盤整備に
は,	 盛土や土質改良,	 あるいは排水系統の整備等の土木的な操作等の地盤沈下や水害
に対する造成が必要であった。現在では,	 それらのまとまった人工地形改変の成果であ
る団地の土地基盤は,	 地域環境構造そのもの,	 あるいはその一部を構成している。図-4
はこの意図的に計画され完成した住環境が, 非意図的に運河沿いの微高地などの周辺
地域との連坦性を持ち, 高密度化した市街地に大規模な緑地とそれを育成してきた植
栽基盤を有している点を指摘するダイアグラムである。それらは本研究の主題でもある
大規模な土地の非意図的な「存在効用」ともいえるものであり,	 住環境のみならず,	 自
然や生態の多面的機能を有する社会資本―潜在的グリーンインフラ―として再定義す
る必要性は少なからずあると思われる。	 
	 
	 
(4)UR住宅団地の「造るもの」と「在るもの」の時系列変化と価値と今後の課題	 
図-5 は UR 住宅団地におけるこれまでの歴史で建設してきたものを「造るもの」と
「在るもの」で峻別して表現した時系列の変遷図である。「造るもの」とは住棟や屋外
空間などの意図的・計画的に建設された住宅団地に求められる施設を意味する。これら
は, 時代の要請を受けて数十年毎に更新を繰り返し, その時代の建築的な社会要請に応
図-4	 HF 研究会（1969）面開発市街地住宅の計画理論から元低湿地団地の	 
	 	 	 潜在的グリーンインフラへの展開	 
? ?? ???
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は強く意識されるようになった。本研究においても, 当初は住宅団
地の敷地内の造園的設計論に注目していたが, 震災後において, 団
地と周辺環境や大深度の地形との関係を考えるようになった。 
	 工学院大学建築学部まちづくり学科の篠沢健太教授, 千葉大学大
学院園芸学研究科の木下剛准教授, 株式会社日建設計の根本哲夫様, 
大阪府立大学生命環境科学研究科の武田重昭助教とは, 集合住宅地
開発と自然・地域環境の構造化過程に関する共同研究や議論を重ね
てきた経緯があり, 本研究の根幹でもある団地と立地環境について
の射程を定める上でも貴重な機会となった。 
	 千葉大学大学院園芸学研究科の池邊このみ教授, 三谷徹教授, 木
下勇教授, 小林達明教授には本論文の審査において, ご助言とご指
導を賜った。これらの経験は, 本研究成果を社会に還元していくた
めにも有用な力となるものと考えている。 
 
	 最後に, 常に心の支えとなってくれた親愛なる家族と友人に心か
ら感謝したい。 
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